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　はじめに

前稿では，日本資本主義の戦後再建過程を現実的対象にして，この運動局

面が，日本型現代資本主義の体系的展開においてどのように位置付けられる

のか�　　を分析した。もう一歩立ち入って換言すれば，すでに別稿で準備し

終えた，戦後再建期日本の「景気変動パターン」という「現実的機構」分析を「前

提」にしつつ，それを，「１９３０年代における『日本・現代資本主義の成立』」との

「連続性」，および「『ニューディール・ナチス型』現代資本主義の『基本』構造」

からの「参照軸性」，というベクトルからさらに「具体化」することを通して，

「戦後再建日本型・現代資本主義」の「現実メカニズム」とその「歴史的位相」と

の解明を試みたことになろう。そしてまさにその作業を通じてこそ，結局，

「戦後日本資本主義の再建過程」が，まず１つに政治的には，�「労資関係＝階

級闘争の体制内化」・「社会保障整備」などを媒介とする「階級宥和策」を前提と

し，さらにその土台の上で，次に２つとして経済的には，�「財政政策・金融

政策・産業政策」などを柱とする「資本蓄積促進策」に立脚しつつ，体系的に現

実化したというその図式�　　�が実証的に把握可能になったといってよい。

したがってそうであれば，その考察プロセスから，次のような結論が導出
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されたのも明白であった。すなわち，他の機会に繰り返し指摘したように，

「現代資本主義の枢軸点」が，「資本主義の体制的危機における，『階級宥和策』

および『資本蓄積促進策』を手段にした，資本主義の延命を目指す『反革命体

制』」という点にこそある以上，この「再建期日本資本主義」は，まさに「日本型・

現代資本主義の『再編過程』」以外ではあり得なかった�　　�のだと。

このように整理してよければ，前稿のこの結論から，本稿の課題が以下の

ように発現してくるのもいわば自明ではないか。すなわち，日本資本主義は，

この「再建期」をふまえつつ，それ以降は，「ドッジ・ライン→デフレ不況→朝

鮮戦争・特需景気→高度成長準備」という経過を経て「高度経済成長」局面に乗

り，しかもそれは，「第１次」および「第２次」というフェーズを展開しながら，

基本的には，２度の石油危機段階に至るまでその運動を持続させたといって

よい。そしてその中で，日本資本主義が「高度成長型・経済構造」へと自らを

変容させたのは当然であったが，そう理解すれば，そこからは，以下の「課題

点」が直ちに浮上してこざるを得ない。すなわち，すでに確認した通り，「戦

後再建期」が「日本型・現代資本主義の『再編期』」であったのに比較して，この

「高度成長期」は，「日本型・現代資本主義」に対して果して「どのような位置関

係に立つのか」という論点　　これである。

その点からつづめていえば，「高度成長―日本型・現代資本主義」の内的関

連分析，まさにこれこそが本稿の課題に他ならないというべきであろう。

Ⅰ　基礎構造

　［１］政治過程　まず考察全体の基本的枠組みとして，�高度成長期の「基礎

構造」を担うその「現実的機構」分析が必要だが，最初に，この局面展開の前提

的条件をなす①当面の「政治過程」１）から入ろう。そこで，まず第１に�「前提

的局面」（１９４９�５２年）を押さえておく必要があり，換言すれば，「高度成長期・

政治過程」のスタート条件の設定が不可欠だと思われる。さてこの局面は，内

容的にはいわば「講和＝安保体制への移行準備期」に相当するが，（イ）その「背

景＝条件」はどう把握されるべきだろうか。周知の通り，５０年の朝鮮戦争は，

特需発現と対日援助の本格化とを通して日本の工業生産を戦前水準へと回復
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させたが，このような重化学工業化に立脚した独占資本の復活を支えるため

に，この時期から，日本政府による，「政治過程の明確な推進化」が目立って

くる。まさにその点で，経済過程の復興に対応した「政治過程の進行」にこそ，

この局面の「背景＝条件」があろう。

例えばそのいくつかだけを指摘しておけば，５０年の「国土総合開発法」を皮

切りとして「政治過程展開」の総合基準がまず示された後，ついで５２年には「電

源開発法」が制定されて，その具体的内実が明らかにされた。それを受けてさ

らに５３年には「電力五ヵ年計画」にまで拡張をみるし，他方これらと歩調を合

わせつつ，５１�５２年に掛けては，「租税特別措置・固定資産再評価・鉄道など

への国庫負担」を規定した「企業合理化促進法」もが準備されていく。こうして，

高度成長を準備するその「政治過程の進行」が明瞭に確認されてよい。

そのうえで，（ロ）この「政治過程」の現実的「展開＝特質」がフォローされね

ばならない。そこで第１は�「政治機構」面がもちろん重要であって，例えば

以下のような軌跡を追跡可能である。すなわち，アメリカからの自衛権増強・

「反共の砦」化要求・警察予備隊創設などの圧力の下において，保守合同（自由

党発足）→選挙法改悪（公職選挙法改正・小選挙区制答申）→内閣強化（官僚化・

治安＝再軍備対策強化）→議会制空洞化，という一連の政治過程が進行して

いった。そしてこれを補強する措置としてこそ，他面で，戦犯裁判終了声明

→戦犯減刑→追放解除→追放令改正（解除拡大）→追放令廃止も実施されたと

みてよく，総合的に理解して，以上のような「体制装置の強化」を通した，一

面での「再建期型システムからの離脱」と他面での「高度成長型システムの構

築準備」とが明確に検出できよう。

ついで第２に�「占領制度の再検討＝廃止」が日程に上ってくる。つまり，

あらゆる領域における占領制度の「ゆき過ぎ」に対する是正対応に他ならない

が，総司令官による，日本政府に対する「占領下諸法規再検討権限付与」声明

を契機として，「追放・行政機構・独占禁止・団体・労働・教育・警察」など，

押しなべて全分野での「ゆき過ぎ」再検討が試みられたといってよい。まさに

この方面からも，「新制度構築」への準備が足早に着手されていく。

それに加えて第３こそ，�「反体制運動への弾圧」作用の顕在化であろう。

いうまでもなく，社会主義運動・労働運動に対する弾圧や教育反動化の強化
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に他ならないが，そのような体制的攻撃が，以下の３方向からの政治過程と

して実施された。すなわち，まず第１は「法的規定」サイドからであり，例え

ば，人事院規則制定・デモおよび集会の全国的禁止・政令３２５号公布・地公法

公布・労働法規改正答申が進行して，運動抑圧・弾圧の法的枠組構築が試行

されていく。まさにそれをふまえてこそ，第２に「弾圧実施」が表面化すると

いってよく，具体的には，共産党関係６団体への団規令違反告発・共産党非

合法化の示唆・中央委員の追放・旧特高および右翼の追放解除・破防法およ

び公安調査庁設置要綱の発表というプロセスを通して，共産党・左翼運動へ

の現実的弾圧が実行されていった。そのうえで第３こそ「教育反動化」に他な

らない。すなわち，大学管理法制定企図・愛国心の強調と修身科復活の目論み・

道徳教育案発表・教特法改正準備・国民道徳実践要綱草案配布などであって，

まさしく，教育制度・思想方向からする「体制イデオロギーの強制的注入」が

指向されたと整理可能であろう。要するに，社会運動に対する露骨な弾圧以

外の何ものでもない。

そうであれば最後に，（ハ）この「政治過程」の「性格＝意義」はどのように集

約できるのであろうか。このように視点を設定すれば，結局，結論的には，

この局面の「政治過程」はまさに「戦後型・国内支配体制の再編完了」を準備し

た過程だった�　　�とこそ意義づけ可能なように思われる。そしてその場合，

この「国内支配体制の再編完了」は以下の３側面を基本内実としている点が重

要であるが，まず１つは�この「再編完了」が，何よりも「経済下部構造」にお

ける「日本資本主義の再建完了」をこそ，その基盤としている側面であろう。

まさにこの「経済過程の再建完了」を土台的条件としてのみ「国内支配体制の

再編完了」が実現可能であった　　という現実的規定関係が無視されては決

してなるまい。

ついで２つ目は，�このようにして「再編された資本主義的支配体制」は，

いわば「現代型・支配体制」以外ではないという側面に他ならない。なぜなら，

この「支配体制」は，一面では　　�すでに「戦後改革」を経過している以上�　　

もはや「戦前型・旧支配体制」ではあり得ないと同時に，他面では�　　�すでに

戦後的統制システムを脱却している限り　　もはや「戦後型・管理体制」とも

いえない，からである。こうして，この「資本主義的国内支配体制の再編完
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了」によって出現した「国家＝上部構造」は，まさに「現代資本主義国家」以外で

はないのであり，したがって，日本国家をまさしく「現代資本主義国家」とし

て再編した点にこそ，この「政治過程」の，その「本質的意義」があるというべ

きであろう。

最後に３つとして，�その「帰結＝到達点」が問題となるが，このような内

容をもつ「政治過程」は，最終的には，「講和＝安保体制」の成立をその指標と

して位置付け可能なように思われる。換言すれば，以上のような「国内支配体

制の再編完了」のメルクマールこそまさに「講和＝安保締結」に他ならないし，

逆から表現すれば，この「講和＝安保」をスタート・ラインにしてこそ，「高度

成長期・政治過程」はその実質的始動を開始するのだといってもよい。

そのうえで，次に第２に�「展開期局面」（５２�５９年）の「政治過程」へと視角を

転回させていこう。そこで最初に（イ）その「背景＝条件」が前提となるが，総

括的にいえば，この局面では「政治過程の積極化」が極めて顕著になっていく。

その際，その基盤として「独占体制の強化」があるのは当然であって，事実，

５１年以降，「鉄鋼合理化計画」・���加盟・５４年恐慌・「神武景気」という経過

を経て，５５年には重化学工業が戦前水準生産額の１�６４倍化を遂げた他，その付

加価値は工業全体の５５％を，また労働者数は工業全体の３８％をも占めるに

至った。こうして，重化学工業化の進展を土台にしてこそ高度成長が開始さ

れていくわけである。

まさにこのような経済過程の進展と歩調を合わせて「政治過程の積極化」も

目立ってくるといってよい。例えば，まず５５年１２月には「経済自立五ヵ年計画」

（鳩山内閣）が策定されて，従来の「価格支持・補助金政策」から「企業集積・合

理化」を促進する「構造政策」への転換が意図されたし，さらに５７年１２月には

「新長期経済計画」（岸内閣）の制定をみて，「構造政策進展・社会資本整備」を

促進しつつ，国土全体の「再配置政策」もが新規に標榜されるに至った。やや

具体的にいえば，一方で，後進地域における「開発＝生産力基盤の造成」を刺

激するとともに，他方で，先進地域における，「開発＝既成工業地帯周辺の臨

海部への分散・拡延」が追及されたわけである。まさにこれらの「政治過程の

積極化」をバネにしてこそ，金融資本を主体とするコンツェルンの復活・強化，

企業の大型合併・系列化，重化学工業化の肥大化とコンビナート拡張，カル
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テルの広範化・重層化，などが強力に進展していったのはいうまでもない。

要するに，「政治過程」の「拡大・緻密化」が明瞭にみて取れる。

つづめていえば，「政治過程の積極化」を通して，「講和＝安保体制」の実現・

展開に照応した，「高度成長型・体制基盤」の構築＝拡張が押し進められたこ

と　　が一目瞭然であろう。

以上を前提にして，ついで（ロ）その「展開＝特質」にまで立ち入っていきた

い。そこで最初に�「行政機構」サイドが注目に値するが，例えば以下のよう

な特徴的過程が進行していく。すなわち，国家行政組織法および各省庁設置

法公布→中央省庁の整理・統合・拡充＝機構強化と権限集中→国会法改正（常

任委員会整理・議員立法制度・両院法規委員会廃止・自由討議廃止）→保守合

同＝自民党一党支配の成立，などであって，一見して，中央行政機構の体系

的整備が図られたといってよい。しかもさらに留意しておくべきは，このよ

うな，行政機構のいわば効率化・合理化と並行して，「新たな行政需要」に対

応した新機構の設置もが急がれた点であって，保安庁法公布→防衛庁設置法

および自衛隊法改正→「１次防」発足→生産性本部・経済企画庁の設置→原子

力委員会・原子力局設置→科学技術庁の設置，などはその明瞭な証左として

指摘可能であろう。こうして，「占領＝統制体制」からの脱却と高度成長型行

政への適応とを睨んだ，「行政機構」の整理・整備・新設が進展していく。

ついで�「政治体制」の新展開へ目を移せば，まず一面では，教育への「体制

統合型介入」が強化される。つまり，中教審設置→大学管理・学生運動取締り

の強化→学校教育法改悪→教科書検定強化・道徳教育実施→「教育二法」公布

→教育委員公選制廃止＝権限縮小，という「政治過程」が展開し，それを通し

て，「教育＝イデオロギー装置」を媒介とする，「体制統合作用の強化」が目論

見られた�　　というべきであろう。そのうえでもう一面では，社会運動への

抑圧強化が指向されたのもいうまでもない。すなわち，警察法改正（中央集権

＝一元化）→破防法成立→公安調査庁設置→労働関係法改悪→スト規制法公

布・施行→警職法改正企図，という一連の公安体制強化措置に他ならず，そ

れによって，社会運動弾圧体制がまさに「露骨に」追及されたわけである。ま

さしく，ハード面からする「体制統合」作用そのものではないか。こうして，

「機構・イデオロギー・弾圧」という３面からの体系的統合が進む。
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それに加えて最後に，�「地方制度」のシステム整備も以下のような軌跡で

実施されていく。つまり，新自治庁発足→地方自治法改悪（議会の地位および

権限の圧縮と中央規制の強化・区長公選制廃止・自治体警察廃止・地方交付

税制度）→地方制度調査会の設置→町村合併促進法公布→地方財政再建特別

措置法公布→教委任命制化→新町村建設促進法公布→自治省設置答申，とい

う経過であって，ざっと一瞥しただけでも，地方自治体権限の削減と中央統

制の一層の強化とがまさに一目瞭然だ�　　といってよい。したがって，この

「地方システム」の方向からしても，来るべき「高度成長」に対する，その地盤

形成が準備された構造がよく分かろう。まさに「地方」をも巻き込んで，体制

強化という「政治過程」が貫徹していったわけであろう。

以上を前提として最後に，（ハ）この「政治過程」の「性格＝意義」はどのよう

に整理されるべきであろうか。さてこのように焦点を設定すると，端的にいっ

て，この局面の「政治過程」は，すでに考察した「前提的局面」のそれが「国内支

配体制の『再編完了』」の準備過程であったのに対して，むしろそれを条件とし

た，「国内支配体制の『形成展開』」過程であった�　　とこそ位置付け可能では

ないか。換言すれば，高度成長の進行を可能にし支える，その体制基盤を「積

極的に」形作るとともに，さらに進んで，その体制基盤の円滑な進行を維持す

る点にこそ，この局面における，その「政治過程」の任務があったと考えてよ

い。まさにその意味で，第１局面のメルクマールが「国内支配体制の『再編完

了』」にあったのに比較して，この第２局面のそれが，その「形成展開」にこそ

ある点が決定的に重要であろう。

そしてその場合，把握し易いその指標こそ，何よりも「講和＝安保体制」の

構築以外ではなかった。しかし，この「講和＝安保体制」への適応という「政治

課題」を通じて，むしろ，「高度成長の体制的枠組」形成が実現した点こそが肝

腎であって，その点に関して特に留意しておきたい。

最後に第３として，�「定着期局面」（６０年以降）の「政治過程」へと入ってい

こう。そこで最初に（イ）「背景＝条件」からみていくと，このフェーズの政治

的焦点はいうまでもなく６０年１月の「新安保調印」にこそあった。すなわち，

これまでに検討してきたように，「高度成長型・政治システム」は５２�５９年の過

程で一応の準備および展開を完了し終えていたが，この新安保は，それに対
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してさらに以下の諸論点を付加したと考えられる。その場合，それは３点に

整理できるとみてよいが，まず１つは�その「基本的特質」であって，この新

安保を立脚点として「日本帝国主義の本格的復活」が実現したと意義づけ可能

であろう。換言すれば，大枠としては，もちろん「アメリカ帝国主義の世界戦

略」内部に位置づけられはするが，そのエリア内においては，日本帝国主義の

「自立性」を大幅に拡張し得ることになった�　　わけであろう。まさにその点

で，新安保は，「対米従属」の指標などではなく，むしろ日本型・現代資本主

義がまさしく自ら求めた「新体制」であることが軽視されてはならない。つい

で２つ目は，この「日本帝国主義の自立化」に対応して，�「憲法体制の空洞化」

が急速に進んだことであろう。つまり，「憲法調査会・中間報告書」の発表（６２

年１０月）→その「最終報告書」公表（６４年７月）→戦争放棄条項の再検討・再軍備

の合法化の提言→「自主憲法」の提言，という策謀であって，まさにこの「新安

保」を前提にしてこそ，体制側から，「米帝国主義と連携する，復活型・日本

帝国主義体制」構築の必要性が要望されてくるといってよい。要するに，「高

度成長型・政治過程」の偽らざる「本音」だとみるべきであろう。

しかし，改憲勢力の量的不足は，このような「憲法体制転換」の野望を辛く

も阻止し続けた。その結果，体制側の意図は，３つとして�「妥協的政治行動」

に止まったと考えてよく，例えば以下のような政治過程が，いわば不徹底な

ペースで進行したというべきであろう。つまり，自衛戦力合憲論→「自衛力」

強化措置→自衛隊の治安出動実施→共同演習・海外派遣準備→「二次防」策定

→極東での最強総合軍事力確保，という路線で，「事実上」の「９条改悪」がな

し崩し的に深化した�　　と判断する以外にはない。こうして，「高度成長」展

開を保障したその政治体制は，まさに「憲法体制の空洞化」にこそ立脚してい

た点が重要なのであり，その意味でここに，「憲法―安保の二元性」が明瞭に

その素顔を覗かせている。

では，この「定着期・政治過程」は現実的にどのような（ロ）「展開＝特質」を

発現させたのであろうか。そこで最初に�「行政機構」の動向から追っていけ

ば，まず「軍事関連」では，軍事施設・装備の増強と防衛計画を通した機能拡

大→アメリカ軍事戦略の一環としての「積極防衛の展開」→首相への軍令・軍

政の集中化→シビリアン・コントロールの形骸化，が試みられたし，また同
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様に「警察関連」でも，人事・給与の官僚的中央集権体制化とその量的拡大→

警備＝公安警察・検察の強化→最高裁総務局を中心とした特権的・官僚的司法

機構の構築→「司法反動」の深化という，同型の「中央集権的体制整備」が急がれた。

次に，それらに支えられてこそ「経済行政機構」も新展開を現出させていく。

具体的には，例えば，経済制御機構の政府中枢機関（総理府・大蔵・通産・農

林・運輸）への集中化→経済計画・開発計画の権力的強行→財政投融資事業主

体の整備→審議会・調査会の広範化とそこへの財界代表の選出→執行機関の

中枢部としての「総理府地位の強大化」，などが検出可能だといってよいが，

このラインを通して，首相＝総理府を司令部としながらさらに大蔵・通産・

農林・運輸各省を実働部隊とする，その強力な経済行政の実行が図られたと

集約できよう。こうして，大蔵省を中心とした経済官庁の，その主導性強大

化傾向が明らかに確認されてよい。

ついで２つ目に�「政治体制」はどう動いただろうか。そこで最初に「国会運

営」の破綻が目立ち，財界の政局介入→強行採決の続発→議会軽視の横行→議

会制民主主義への攻撃激化など，が無視し得ないが，それだけではない。つ

まり，このような土台のうえでこそ，次に「教育・思想・運動」への統合作用

も強まるのであって，例えば，財界・政府・軍の教育介入の強化→「破防法・

暴力行為等処罰法」などの強行採決→社会運動弾圧の目論見→報道・言論統制

→司法権への介入と体制統合型再編，などはその動向の顕著な例であろう。

しかし，この局面で，体制側の統合意志がいわば最も典型的に表面化した

ものは何よりも�「地方再編」作用に他なるまい。すなわち，広域都市建設構

想→地方自治法改正（６１年）→自治相および知事による広域総合計画の策定化

→地方行政連絡会議法制定→地方合併特例法制定→行政事務再配分と市町村

連合の答申→財界による道州制強調→広域市町村圏設置答申・指定，という

軌跡が描かれ，財界・政府による，「地方広域化」の意図が繰り返し発現して

いく。したがって，この「地方再編」型「政治過程」の体制意図は明瞭というし

かなく，その焦点が，「高度成長＝開発体制」を可能にする地域再編の，まさ

にその「受け皿」として「地方自治体の広域＝連合化・中央集権化」を実現する

こと　　�以外にないことは明白であった。その意味で，安保改定・高度成長

に対応した国家機構面での官僚制の強化が，この「地方再編」サイドにおいて



金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３

－１０２－

は，何よりも，地方自治体に対する中央集権的再編強化＝高度成長の「受け皿」

形成として現実化したのは，いわば当然だったというべきであろう。

このように整理できるとすれば，最後に（ハ）この「定着期・政治過程」の「性

格＝意義」は以下のように集約可能なように思われる。すなわち，これまで

フォローしてきたように，まず第１に「前提的局面」では，「旧体制および再建

期統制」からの脱却を実現して戦後日本の政治・経済体制を「現代資本主義体

制」へと「再編」を図り，それを通して，「国内支配体制の『再編完了』」が準備さ

れたし，ついで第２に「展開期局面」においては，その「再編」土台の上に，ヨ

リ積極的に，高度成長進行を可能にする体制基盤の積極的な構築とその円滑

な展開維持とがその目標＝課題にされていった。約言すれば，これらの２つ

のプロセス経過を通して，高度成長進行の，その「条件設定＝再編」と「舞台整

備＝展開」とが確保されたといってよいが，それに対して，最後に第３にこの

「定着期局面」では，それらの「条件と舞台」とを踏まえつつ，高度成長の現実

的展開に「対応」しながらそのさらなる円滑な「促進」を意図した，まさに「高度

成長型・政治過程」そのものが直接的に発現したのだ�　　とこそ総括できよ

う。換言すれば，「高度成長固有型政治過程」の現実化以外ではない。

しかも，その場合に注意が必要なのはその「性格」に関してであって，高度

成長実現といういわば「ソフトな全体的環境」が進行したとはしても，しかし，

その「政治過程＝国家支配体制」自体としては，決して「ソフト＝消極的」では

あり得なかった。そうではなく，「高度成長型・政治過程」においては�　　具

体的にフォローした通り　　�むしろかなり「ハードな」，中央集権的・行政機

構優位型・体制統合体制こそが現出したとみるべきなのであり，まさにその

ような「ハードな政治過程」に擁護されてこそ「高度成長」が実現した点が，重

要だといってよい。

　［２］生産・貿易・雇用　そのうえで次に，以上のような「高度成長型・政治

過程」の下で，どのような②「生産（投資）・貿易・雇用」２）が展開可能になった

のだろうか。そこで最初に第１に�「生産・投資動向」から入ると，まず１つ

目に（イ）「実質国民所得」（１９７０年価格＝１００）が注目されるが，高度成長に入っ

た５５年の２３�９をスタート・ラインにして５０年代には５８年＝２９�０とまだその伸長

度は大きくないものの，第１次高度成長が軌道に乗る６１年には４１�２にまで拡
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大を遂げる（第１表）。その後も，「転形期―６５年不況」での短期の足踏みを挟

みつつ，第２次高度成長期を迎えて，６４年＝５４�５→６７年＝７２�４→７０年＝１００�０と

いう持続安定的な増加軌跡を描いたといってよい。まさにその点で，この高

度成長期において，���が高水準で拡張し続けたことについては疑問の余地

はないであろう。次に２つ目に，それが（ロ）「鉱工業生産指数」（７０年＝１００）に

直ちに反映していくのは当然であって，例えば以下のような数値を刻む。す

なわち，１３�２（対前年上昇率７�３％）→１８�４（△１�６）→３３�５（１９�２）→４６�８（１５�８）→

６５�７（１９�５）→１００�０（１３�８）（第１表）となるから，転型期に差し掛った５０年代末で

の小規模な停滞を例外として，高度成長期の全般に亘って，生産はそれこそ

第１表　主要経済指標　（1970年＝100）

製造業実質賃金鉱工業生産指数
１人当たり実質国民

総生産
実質国民総生産

対前年
増加率

規模３０
人以上

対前年
上昇率

付加価値
ウェイト

対前年度
上 昇 率

１９７０年
価　格

対前年度
上 昇 率

１９７０年
価　格

－３８.７－８.６－２７.０－１７.７１９３４－３６平均

０.５４１.８８.８１２.３１.７２５.４２.８２１.６　５４

６.０４４.３７.３１３.２９.６２７.９１０.８２３.９　５５

８.８４８.２２２.７１６.２４.６２９.２６.２２５.４　５６

０.４４８.４１７.３１９.０６.９３１.２７.８２７.４　５７

２.７４９.７△１.６１８.４５.１３２.８６.０２９.０　５８

６.４５２.９２０.３２２.５１０.１３６.１１１.２３２.３　５９

４.２５５.１２４.９２８.１１１.６４０.２１２.５３６.３　６０

５.６５８.２１９.２３３.５１２.５４５.３１３.５４１.２　６１

２.６５９.７８.４３６.３５.４４７.７６.４４３.８　６２

１.４６０.５１１.３４０.４１１.４５３.２１２.５４９.３　６３

６.４６４.４１５.８４６.８９.５５８.２１０.６５４.５　６４

１.９６５.６３.８４８.６４.７６０.９５.７５７.７　６５

６.３６９.７１３.２５５.０１０.１６７.１１１.１６４.１　６６

８.９７５.９１９.５６５.７１１.８７５.０１３.１７２.４　６７

９.２８２.９１５.４７５.８１１.５８３.６１２.７８１.６　６８

１０.４９１.５１６.０８７.９９.６９１.７１１.０９０.６　６９

９.３１００.０１３.８１００.０９.１１００.０１０.４１００.０　７０

（資料）経済企画庁編『現代日本経済の展開　経済企画庁３０年史』１９７６年。
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著しい拡大路線を驀進したという以外にはない。それは「いざなぎ景気」＝第

２次成長において取り分け目立つが，高度成長期が全体としてまさに高生産

局面であった点はいうまでもなく自明であろう。

それを前提にしつつ，さらに３つ目として，この「���―生産」動向を（ハ）

「投資資金」状況から集約するとどうか。そこでいま，「企業投資資金」（１０億円）

推移を「外部資金―内部資金」とに区分して具体的にフォローすれば，例えば

以下のような図式が浮上してくる。つまり，総額１５１２（外部資金６７６�内部資

金８３６）�→２９４２�（１６３１�１３１１）�→６８２０�（４１７２�２６４８）�→９０６９（５０９４�３９７５）�→１３６２７�（７０４１�

６５８６）→２４５８３（１２６２６�１１９５７）（第２表）という数値が拾えるから，まず何よりも

この企業投資資金増加の膨張性＝莫大性にこそ驚かされる。そして「外部―内

部」の関連については�　　�後に詳述する通り　　「外部資金」ウエイトの高さ

が特徴的だが（第２表），いずれにしても，このような「企業投資資金」の膨大

な「調達―投資」関連こそが，いま検出した，高度成長期の「生産拡大」を可能

にした点には一点の曇りもあり得まい。

続いて第２に�「貿易動向」（１００万ドル）へと視角を転じよう。そこで最初に

１つ目は（イ）「貿易収支」が焦点をなすが，この高度成長期にそれは以下のよ

うに動いた。すなわち，△５３（輸出２００８）→３６８（２８７１）→△５５８（４１４９）→３７７

（６７０４）→１１６０（１０２３１）→３９６３（１８９６９）（第３表）という内容で経過するといって

よいから，ここからは次の２傾向が直ちに読み取れよう。つまり，まず１つ

は「貿易黒字」の運動であって，第１次成長期にはまだ赤字基調で進行してい

たものが，第２次高度成長期に入ると明瞭に黒字基調へと転換していく。そ

の結果，７０年には実に４０億ドルもの貿易黒字を記録するに至っており，それ

を通じて，大型黒字傾向の定着化はまさに明瞭といってよい。そして，その

うえで２つには，この過程で輸入も持続的かつ着実に増大している以上，貿

易黒字著増の基本要因がいうまでもなく輸出拡大にこそ求められる�　　�の

は当然であろう。こうして，日本資本主義は，この高度成長期の中で「輸出増大

型・貿易収支黒字化」を達成したと整理されてよく，事態は１つその歯車を回した。

ついで２つ目に，（ロ）「長期資本収支」の基本的変容が注目に値する。その

場合，戦後再建期にあっては，国内経済復興のために外資導入の必要性が増

大し，その結果，長期資本収支はいうまでもなく「黒字基調」で推移すること
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 △
０
.７

－
２
.３

５
.０

７６
.８

４
.１

１２
.５

１
,４１
７

　
５６

４３
.１

４０
.７

５９
.３

１
,３６
３

 △
０
.２

－
１
.９

６
.１

７３
.４

２
.９

１５
.９

１
,７９
８

　
５７

４４
.５

３３
.８

６６
.２

１
,３１
１

－
－

２
.５

７
.３

７２
.４

３
.５

１４
.３

１
,６３
１

　
５８

４１
.５

３２
.０

６８
.０

１
,４９
４

－
－

２
.５

６
.４

７３
.１

６
.９

１１
.２

２
,１０
５

　
５９

４２
.９

４３
.５

５６
.５

２
,２０
１

－
－

２
.０

５
.５

７１
.２

５
.２

１６
.１

２
,９２
７

　
６０

３８
.８

３９
.６

６０
.４

２
,６４
８

－
－

１
.２

４
.３

６３
.０

９
.２

２２
.３

４
,１７
２

　
６１

４０
.６

３３
.６

６６
.４

２
,８７
７

－
－

１
.４

５
.８

７０
.７

３
.２

２０
.２

４
,２０
４

　
６２

３５
.８

２８
.６

７１
.４

３
,１９
９

－
－

１
.４

３
.８

８１
.７

２
.９

１０
.３

５
,７２
７

　
６３

４３
.８

２９
.３

７０
.７

３
,９７
５

－
－

１
.３

６
.９

７３
.３

３
.０

１５
.５

５
,０９
４

　
６４

４５
.０

２３
.４

７６
.６

４
,０７
５

－
－

１
.５

７
.５

８１
.４

４
.４

５
.３

４
,９７
１

　
６５

４７
.７

２８
.３

７１
.７

５
,１１
９

－
－

１
.４

８
.２

８０
.４

４
.０

６
.０

５
,６０
６

　
６６

４８
.３

３４
.８

６５
.２

６
,５８
６

－
－

１
.３

７
.６

８２
.４

３
.９

４
.７

７
,０４
１

　
６７

５２
.６

３９
.７

６０
.３

８
,２３
８

－
－

１
.５

９
.０

８６
.６

２
.１

６
.６

７
,４３
４

　
６８

４８
.７

３８
.０

６２
.０

９
,８０
４

－
－

１
.１

７
.５

８１
.２

２
.９

７
.３

１０
,３２
２

　
６９

４８
.６

３９
.８

６０
.２

１１
,９５
７

－
－

０
.８

７
.２

８１
.２

２
.８

７
.９

１２
,６２
６

　
７０

（
注
）
株
式
は
１９
４５
－
４９
年
は
会
計
年
度
。

（
資
料
）
日
本
銀
行
統
計
局『
経
済
統
計
年
報
』よ
り
作
成
。
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第
３
表
　
国
際
収
支
の
動
向
　（
単
位
：
1
0
0
万
ド
ル
）

総
合
収
支

短
期
資
本

収
　
　
支

長
　
期
　
資
　
本
　
収
　
支

経
　
　
　
常
　
　
　
収
　
　
　
支

負
　
　
債

（
外
国
資
本
）

資
　
　
産

（
本
邦
資
本
）

移
　
転
　
収
　
支

貿
　
易
　
外
　
収
　
支

貿
　
易
　
収
　
支

支
払

受
取

支
　
払

受
　
取

輸
　
入

輸
　
出

１８
６

２２
５３

△
１１
４

△
６１

１６
５０

３４
３０
０

８９
８

５９
７

１
,７０
１

１
,２９
４

△
４０
７

２２
５

５２
△
３７
９

△
３３

５２
△
１９
２

△
１４
１

２
２３

２１
３６
９

９３
２

５６
３

２
,０５
０

１
,２６
０

△
７９
０

△
２０
５

５３
２

１４
５３

△
２５

２６
３

３２
２９

４１
２

７５
８

３４
７

２
,０４
１

１
,６１
４

△
４２
７

△
５１

５４
２８
５

１０
２

７
△
３２

△
２４

２４
４６

２２
４５
４

７１
２

２５
８

２
,０６
１

２
,００
８

△
５３

２２
７

５５
１

△
２

１０
３

△
７９

２５
２１

４７
２５

７５
０

８２
２

７２
２
,６１
３

２
,４８
２

△
１３
１

△
３４

５６
△
５０
３

７７
９３

△
５５

３８
７８

４８
△
３０

１
,０５
３

８６
５

△
１８
８

３
,２５
６

２
,８５
５

△
４０
１

△
６２
０

５７
３９
３

△
４

１４
１

△
４５

９６
２４
６

５１
△
１９
５

７０
２

７９
２

９０
２
,５０
１

２
,８７
１

３６
８

２６
４

５８
１４
３

△
６０

１７
４

△
３８
８

△
２１
４

７３
４９

△
２３

８１
９

８４
２

２３
３
,０５
２

３
,４１
４

３６
２

３６
１

５９
１０
５

△
１６

１１
７

△
１７
２

△
５５

８７
６２

△
２５

１
,０４
９

９４
９

△
１０
０

３
,７１
１

３
,９７
９

２６
８

１４
３

６０
△
９５
２

２１
３０
２

△
３１
２

△
１１

１１
３

７２
△
４１

１
,３９
９

１
,０１
６

△
３８
３

４
,７０
７

４
,１４
９

△
５５
８

△
９８
２

６１
２３
７

１０
７

４８
１

△
３０
９

１７
２

９７
６８

△
２９

１
,５０
８

１
,０８
８

△
４２
０

４
,４６
０

４
,８６
１

４０
１

△
４８

６２
△
１６
１

１０
７

７６
５

△
２９
８

４６
７

１１
３

６８
△
４５

１
,７０
３

１
,１３
４

△
５６
９

５
,５５
７

５
,３９
１

△
１６
６

△
７８
０

６３
△
１２
９

２３
４

５５
８

△
４５
１

１０
７

１４
５

７２
△
７３

２
,１０
７

１
,３２
３

△
７８
４

６
,３２
７

６
,７０
４

３７
７

△
４８
０

６４
４０
５

△
６１

３１
△
４４
７

△
４１
５

１４
８

６３
△
８５

２
,４４
７

１
,５６
３

△
８８
４

６
,４３
１

８
,３３
２

１
,９０
０

９３
２

６５
３３
７

△
６４

△
１０
２

△
７０
６

△
８０
８

２０
４

６９
△
１３
５

３
,８１
７

１
,９３
１

△
８８
６

７
,３６
６

９
,６４
１

２
,２７
５

１
,２５
４

６６
△
５７
１

５０
６

６３
△
８７
５

△
８１
２

２５
２

７４
△
１７
８

３
,３５
４

２
,１８
２

△
１
,１７
２

９
,０７
１

１０
,２３
１

１
,１６
０

△
１９
０

６７
１
,１０
２

２０
９

８５
７

△
１
,０９
６

△
２３
９

２５
８

８３
△
１７
５

３
,９１
３

２
,６０
７

△
１
,３０
６

１０
,２２
２

１２
,７５
１

２
,５２
９

１
,０４
８

６８
２
,２８
３

１７
８

１
,３５
３

△
１
,５０
８

△
１５
５

２６
６

８５
△
１８
１

４
,６６
０

３
,２６
１

△
１
,３９
９

１１
,９８
０

１５
,６７
９

３
,６９
９

２
,１１
９

６９
１
,３７
４

７２
４

４４
０

△
２
,０３
１

△
１
,５９
１

３０
６

９８
△
２０
８

５
,７９
４

４
,００
９

△
１
,７８
５

１５
,００
６

１８
,９６
９

３
,９６
３

１
,９７
０

７０

（
注
）
１９
５９
年
ま
で
は
試
算
で
あ
る
。

（
資
料
）『
財
政
金
融
統
計
月
報
』第
２４
４
号
。
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になるが，高度成長期の定着の過程で，貿易黒字の累積を実体的根拠にして，

今度は「資本流出＝長期資本収支の赤字転化」こそが現実化していく。まさに

高度成長期は，長期資本収支における，「黒字→赤字」という転換期に相当し

ているといってよいが，事実，長期資本収支はこの局面で以下のような数字

を刻んだ。つまり，△２４→９６→△１１→１０７→△８１２→△１５９１（第３表）というラ

インに他ならないから，第１次成長期にはまだ「黒字―赤字」が交錯していて

なお不安定であったものが，転型期を経た第２次成長期に入ると，長期資本

収支の巨額かつ安定的な「赤字化＝資本流出」が見事に定着をみる。その意味

で，「高度成長期＝資本輸出の本格化」が一目瞭然だといってよい。その結果，

７０年には実に１６億ドルもの「資本輸出大国」に躍り出ているのである。

以上を前提にして，最後に３つ目として（ハ）全体を「総合収支」サイドから

集約しておきたい。そこで総合収支の推移を追うと，２８５→３９３→△９５２→△

１２９→△５７１→１３７４と動くから，全体としてその足取りはなお「覚束ない」。し

かし，その経過をもう一歩細かく辿ると，６７年に△５７１の赤字を記録した後は，

６８年＝１１０２→６９年＝２２８３→７０年＝１３７４（第３表）となって，連年の，しかもか

なり大幅の黒字を計上しているのであるから，ようやく第２次成長期に至る

と，総合収支レベルにおいても黒字化の安定的定着が可能になった�　　と整

理可能だと思われる。その際，いま詳述はできないが，他方で，「貿易外収

支」と「移転収支」とは，高度成長期において一貫して決定的な赤字基調であっ

たから，そうであれば，この第２次成長期には，この両者の赤字を凌駕する

程のまさに巨額な「貿易黒字」によって，全体として，総合収支の黒字化を実

現したことになろう。その点で，輸出増大の凄まじさが手に取るように分か

るが，ここからこそ，高度成長期・貿易構造のその実相が浮かび上がってくる。

そのうえで，第３として�「雇用動向」はどうか。最初に１つ目に（イ）「雇用

者状況」から入ると，まず「就業者数」（万人）は，４０９０→４２９８→４４９８→４６５５→

４９２０→５０９４（第４表）という経路を動く。したがって，高度成長期における，

全般的な雇用労働者の継続的増加にはもちろん何の疑問もないが，ただその

増加程度にまで目を凝らすと，総じて，第２次成長期には，第１次成長期に比

較して，そのアップ・テンポはやや小さい。その意味で，ここから，第２次成

長期での「成熟性の進展＝労働力吸収の困難性」を読み取ることが可能だ　　と
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いえるかも知れない。この点をふまえつつ，さらにそれを「第２次産業・構成

比」（％）の方向からも傍証しておくと，例えば以下のような数字が手に入る。

すなわち，２４�０→２６�７→２９�２→３１�３→３３�０→３５�２という推移に他ならず，した

がって，極めて一貫したそのウエイト上昇が一目瞭然といってよい。その場

合，この構成比増大の内実がいうまでもなく「重化学工業化の巨大な進展」にこ

そあったのは自明だから，まさにこうして，高度成長期には，「重化学工業化→

第２次産業拡大→雇用労働者増大」という論理が貫徹していったわけである。

では，この労働力需要の増大は，２つ目に（ロ）「完全失業者」（万人）へとどの

ように反映していったのであろうか。そこでその数値を拾っていくと，１０５→

９０→６６→５４→６３→５９（第４表）というステップが踏まれるから，「６５年不況」後

の一時的増大を唯一の例外として，極めて堅調な失業者縮小過程が見事に進

第４表　主要労働統計

新規学卒求人倍率有効求人
倍　　率
（除学卒）

完　　全
失業者数
（万人）

就業者数

（万人）

労働力
人　口
（万人） 高　校中学校

第３次
産　業

第２次
産　業

第１次
産　業

－－－－２９.９２６.１４４.０３,２２３－１９４０
０.７４１.２１０.３０９２３５.９２３.５４０.６３,９６３４,０５５５４
０.７３１.１００.２８１０５３５.８２４.０４０.２４,０９０４,１９４５５
０.７９０.９９０.３８９８３７.０２４.５３８.５４,１７１４,２６８５６
１.０７１.１８０.４８８２３７.６２５.７３６.７４,２８１４,３６３５７
１.０６１.１６０.３９９０３８.２２６.７３５.２４,２９８４,３８７５８
１.１１１.２００.４８９８３９.４２７.１３３.５４,３３５４,４３３５９
１.４６１.９４０.６２７５３９.７２７.８３２.５４,４３６４,５１１６０
２.０４２.７３０.７３６６３９.６２９.２３１.２４,４９８４,５６２６１
２.７３２.９２０.７１５９３９.７３０.４２９.９４,５５６４,６１４６２
２.７１２.６２０.７３５９４１.０３０.９２８.１４,５９５４,６５２６３
３.９９３.５８０.７９５４４１.９３１.３２６.８４,６５５４,７１０６４
３.５０３.７２０.６１５７４２.７３１.７２５.６４,７３０４,７８７６５
２.５７２.８６０.８１６５４３.７３２.０２４.３４,８２７４,８９１６６
３.０５３.４５１.０５６３４５.６３３.０２１.１４,９２０４,９８３６７
４.４４４.３９１.１４５９４６.２３４.０１９.８５,００２５,０６１６８
５.７０４.７９１.３７５７４６.７３４.５１８.８５,０４０５,０９８６９
７.０６５.７６１.３５５９４７.４３５.２１７.４５,０９４５,１５３７０

（注）就業者数産業別内訳は百分率。
（資料）前掲『現代日本経済の展開　経済企画庁３０年史』などにより作成。
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行したというべきであろう。その際，その減少ペースが取り分け第１次成長

期にこそ大きい点には注意が必要であるが，それは，先ほどの従業員数増大

に関する図式とまさに同型の現象だと把握可能であって，別の機会に理論化

したような，「第１次成長＝『横への』拡張」に比較しての，「第２次成長＝『タ

テへの』拡張」という特質�　　�が，まさにこの面にも端的に発現しているよう

に思われる。要するに，第１・２次成長の相違を含みつつも，この高度成長

期が，「失業者減少」を明らかに実現していった，いわば「類まれなる」経済運

動過程であったことがくれぐれも重要なのではないか。

そのうえで３つ目として（ハ）「賃金動向」はどうか。そこでいま，「製造業実

質賃金」（規模３０人以上，７０年＝１００）を利用してその動向フォローを試みると，

例えば以下のような軌跡が描かれよう。すなわち，４４�３（対前年増加率６�０％）

→４９�７（２�７）→５８�２（５�６）→６４�４（６�４）→７５�９（８�９）→１００�０（９�３）（第１表）と経過す

る以上，高度成長期全般における，実質賃金の顕著な向上は何よりもまず明

瞭といってよい。しかもやや内容的にいえば，先の労働力需要の場合とはむ

しろ逆に，第２次成長期においてこそその伸び率は高く記録されているが，

この根拠としては，一面での「労働力吸収の内容低下」傾向が他面での「労働力

不足の顕著化」によって打ち消されつつ，その結果，実質賃金レベルとしては，

ヨリ高く表現されていった�　　�のだと理解しえよう。さらに，上昇率から検

証してもその基調は同様であるから，実体的基盤からのこの２面的作用の有

効性については，ほぼ間違いがないと判断できる。

こうして，高度成長期が賃金上昇局面を構成した実情については，基本的

にいって，何んら疑問はあり得まい。

［３］景気変動　最後に，この「基礎構造」を③「景気変動」３）の運動過程サイ

ドから総合化しておきたい。そこで第１は�「第１次成長期」の景気変動であ

るが，最初に１つ目に（イ）「神武景気」（１９５５年�５７年６月）からフォローしてい

こう。そこで�その「背景」が問題となるが，本格的景気上昇の「序曲」として

５５年半ば以降にまず「数量景気」の展開をみた。すなわち，この「数量景気」過

程では，設備投資はまだ活発化しなかったものの，それでも他面で，「在庫調

整進展→設備能力上昇→生産拡大」というプロセスが進行したから，その結果，

企業売上高増加によって利益率の上昇も実現されていくことになった。



金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３

－１１０－

こうして，５２�５３年に実施された，既存投資の能力化と遊休設備の再稼動化

とを土台として，「稼働率」（５４年３月＝７９�７％→５５年３月＝７９�４％→同９月＝

７９�３％→同１２月＝７７�５％）が上昇しない下での「生産拡大」が進行したと集約可

能だが，まさにこの「数量景気」の成果としてこそ，以下のような帰結に至る

のだといってよい。すなわち，この５５年の「数量景気」は単なる景気回復では

なく，一方では，「特需依存脱却」を意味する「国際収支改善」をもたらしたと

ともに，他方では，金融構造上の「脆弱性」を示す「オーバーローンの（一時的）

解消」をも実現したのであり，まさにその点で，この後ほぼ１５年にわたる「高

度成長」のその開始を意味したのだ�　　と。まさしく，景気循環のいわばそ

の「新段階」に到達したわけである。

続いて�「神武景気」の「展開」に移ろう。まずその「移行」プロセスだが，い

まみた「数量景気」は，５５年以降になると次第に設備投資の本格的盛り上がり

へと向かい，概ね以下のような波及ルートを媒介して設備投資の全面化を導

いた。つまり，「輸出拡大→輸出関連企業の投資拡大→国内需要への波及→消

費財需要増加→生産財需要の点火→投資の全面化」という「誘導経路」，これで

あって，まさに「投資が投資を呼ぶ」構造に他なるまい。

ではこの「神武景気」の「実態」はどうか。その場合，以上のような投資進行

過程はやがて基礎部門での「隘路化」を発現させたが，そのボトルネック打開

のためにこそさらなる投資拡大が刺激されるという方式が表面化し，まさに

その結果として，以下のような「２大特質」が目立つことになった。すなわち，

まず第１は「新産業・新製品」分野の勃興であって，例えば「石油化学・合繊・

合成樹脂・家電・自動車」などが投資拡張の基軸を担ったといってよい。それに

加えて，第２こそ「技術革新」の急進展に他ならず，鉄鋼や造船を中心として「技

術革新―近代化工場」体制の確立が進められていった。まさにその点で，「中

軸部門―設備体系」の典型性にこそ，その実態が求められてよいように思われる。

しかし，このような内実を有した好況継続はやがてその「転換」に直面せざ

るを得ない。というのも，「好況進行→原料・資源輸入増加→国際収支赤字化

→外貨準備急減」というプロセスが進行したからであり，その結果，５７年５月

にはついに「金融引締め」に転換する。具体的には，公定歩合引き上げに加え

て，「窓口規制」強化やコール・レート急上昇が発生したといってよく，事態
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はまさに金融逼迫に陥った。しかもそれだけではなく，他方で「財政揚超」も

が加わった以上，引き締め効果が浸透して景気は下降に転じる以外になかった。

こうして「神武景気」は�「帰結」を迎える。その場合，集約されるべき論点

としては以下の３論点が重要だが，まず（Ⅰ）第１論点はその「回復の短期性」

に他ならない。すなわち，「在庫投資の圧縮」と「設備投資の減退」に直面して，

当初はむしろ不況の長期化が予想されて「なべ底不況」と称されたものの，そ

の「在庫循環的性格」と「個人消費の堅調性」とに起因しつつ，実際はわずか１

年の後退を経験しただけで「�字型」景気回復を実現していった。要するに，

「在庫循環」型サイクルの顕著な検出が可能だといってよい。

そのうえで（Ⅱ）第２論点として，「景気調整作用」に果たす，「財政・金融政

策の決定的重要性」が指摘されてよい。すなわち，まず「財政政策」は，一面で

５５年５月の「引き締め局面」では，「財投を中心とした『繰り延べ』」を実施して

「景気抑制策」として機能したし，ついで他面で５８年の「景気刺激局面」では，

「財投繰り延べ『解除』」・「財投純増」・「一般会計歳出増」を行って逆に「景気刺

激策」としても作用した。こうして「財政政策」は，景気変動に対する，まさに

「反循環政策」として展開されたといってよいが，そのような基本性格は，次

に「金融政策」に関してもほぼ同形である。つまり，一面で，５７年５月の「引き

締め局面」を発現させたそもそもの主役が「公定歩合引き上げ・窓口規制強化」

であったかぎり，いうまでもなくまず「景気抑制策」として作用したのは自明

な他，他面で，その後の「景気刺激局面」では，「公定歩合の継続的引き下げ」・

「窓口規制緩和＝銀行貸出促進化」などを通して，ついで「景気刺激策」として

もその有効性を発揮した。その点で，まさに明確な「反循環政策」だというべ

きであるから，何よりも「財政・金融政策の決定的重要性」が明瞭ではないか。

最後に（Ⅲ）第３論点はその「景気局面移行」に関わる。こうして，財政・金

融政策を中心とした「景気刺激策」によって「なべ底不況」は急速にその回復に

向かった。そしてこの回復過程において，一面で，「在庫調整＝過剰資本解

消」が進むとともに，他面では，不況下における「輸入激減」を条件として「国

際収支の改善」もが実現したのだから，まさしく，「在庫調整の完了」と「国際

収支の改善」というこの２条件に立脚してこそ，「民間設備投資主導型」の好況

過程が再び開始されていく。いわゆる「岩戸景気」の始動である。
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そのうえで，次に２つ目は（ロ）「岩戸景気」（５９年�６１年）に他ならない。そこ

で最初に（�）その「背景」から押さえていくと，すでに確認した通り，「なべ底

不況」は，「在庫調整の完了」と「国際収支の改善」とを契機に５８年６月を底とし

て回復に転じ，その後は，「景気刺激型財政・金融政策」の発動を足場としな

がら，同年秋以降から本格的な景気上昇へと向かう。そして，そこを起点に

１９６１年３月に至るまで大型好況を持続させたといってよく，その過程で，す

でにみた「神武景気」を超過する高成長が実現されることとなった。まさにそ

の点から，「神武」をも上回るという意味で「岩戸」と命名されたわけであるが，

その結果，この５９�６１年に掛けて，年率１０％を超える実質���の膨張が示され

た�　　�のはすでに周知のことであろう。

このような「背景」をうけて，ついで�この「岩戸景気」の「内容」へ進むと，

何よりも，この高成長が「民間設備投資」主導型であった点が重要であろう。

そして，そのうえでもう一歩その内実へメスを入れると，例えば以下の３点

が特に注目に値すると考えられる。すなわち，（Ⅰ）まず第１はその「特徴」で

あって，この高成長をリードしたのは，「機械・鉄鋼・化学・自動車・家電」

などの「重化学工業」および「新産業」部門での「設備投資急増」であった。した

がって，この「岩戸景気」が，「技術革新」的な「近代化投資」を通じた，「産業構造

高度化＝重化学工業化の推進」を基盤とする点で，一面では，「神武景気」と同型

なその存立基盤に立脚している　　というその基本構造はなお否定できない。

しかし他面，（Ⅱ）「神武景気」からの「発展性」も決して軽視されてはなるま

い。というのも，「神武景気」局面では，なお鉄鋼業や石油コンビナートなど

の一部産業に限定されていた「新工場建設」が，この「岩戸景気」局面になると

他産業へと大きく波及していったからに他ならない。まさにその側面こそが

この「岩戸景気」の「新基軸」であったといってよく，だからこそ，この「岩戸景

気」の規模がヨリ一層大きくなったわけであろう。

そうであれば結局，（Ⅲ）その「意義」はこう集約可能ではないか。すなわち，

「岩戸景気」は，一面ではまず，「神武景気」段階の，技術革新的「近代化投資」

に基本的に立脚しつつも，他面ではさらに，それを，「投資が投資を呼ぶ」と

いう「投資の全面的波及・拡大過程」として実現していったのだ�　　と。まさ

にこの「二面性」にこそ着目しておきたい。
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しかし景気拡大が永続するはずがない以上，この「岩戸景気」にもやがて�

その「帰結」が訪れる。そこでまず（Ⅰ）その「契機」が注目されるが，「岩戸景気」

の進行過程とともに５９年５�６月ころから変調が表面化してくる。つまり，

例えば，景気拡大による企業の資金需要増加に起因して銀行貸出の増勢が強

まったため，日銀は，７月ころから「窓口規制」を通じて貸出抑制にそのスタン

スを転じ始めた。まさにそれを契機として「引き締め基調」が濃厚となり，そ

の後は，９月に，５７年に導入された「預金準備制度」に初めて「準備率」が設定

された他，１２月には公定歩合の引き上げもが実施されていく。こうして，景

気過熱防止のための「『予防的』景気調整策」が発動されたといってよく，そこ

から景気転換に直面する。

そこでこの予防策の（Ⅱ）「効果」だが，この「景気調整策」によって確かに「景

気の過熱」は阻止された。換言すれば，景気過熱化が爆発することなしにむし

ろ景気上昇が継続したのであり，まさにそれこそが，次の景気上昇の出発点

をもなした。やや具体的にいえば，６０年には為替自由化による短期外資の大

量流入が始まるが，その結果，６１�６２年の短期資本取引は９億ドルもの黒字を

記録したから，それが「国際収支の天井」を高めて，この方向からも景気の押

し上げが実現されていった。明らかに再度の「景気変調」に他なるまい。

こうして（Ⅲ）「結末」に到達する。まさに皮肉なことに，「景気過熱予防」を

目的にした「景気調整策」が，むしろ新たな投資拡張を誘導する結果となり，

それによって，６１年に入ると国際収支は急速な悪化に転じる。そしてここか

らこそ，「本格的」な「引き締め政策」が発動されていくのであり，それによっ

て，この「岩戸景気」はその幕を閉じたと結論されてよい。

最後に３つ目として（ハ）「転型期」（６２�６５年）が重要である。周知の通り，

１９６２年から６５年に至る局面は，それまでの「神武―岩戸景気」と続いた景気過

程とはその内容を異にしており，一括して通常「転型期」と称されている。そ

してこの「転型期」も単色ではなく，「６２年不況―オリンピック景気―６５年不

況」という３局面から構成されるが，最初に�「６２年不況」から入っていこう。

そこでまず（Ⅰ）その「契機」が注目されるが，それは何よりも６１�６２年に生じた

経常収支の急激な赤字転換であった。つまり，６０年には１４３百万ドルの黒字

だったものが６１年には実に９８２百万ドルもの赤字へと急転化（総合収支，６０年
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＝１０５→６１年＝△９５２）したのであって，その結果，この国際収支の逆調化が，

金融引締めを当然の如くに発現させていく。例えば，年度半ばには，６１年５

月＝「窓口規制」強化→７月＝公定歩合引き上げ→９月＝「輸入担保率」引き上

げ，という一連の引き締めプロセスが進行したし，さらにそれに加えて，９月

末には，「公定歩合再引き上げ」・「預金準備率引き上げ」・「高率適用制度強

化」などが目白押しに実施をみた。結局，全体的には「本格的な引き締め政策」

こそが現出したとみてよく，こうして「６２年不況」の発生が現実化しよう。

ついで（Ⅱ）その「実態」へ進むと，特徴的なのは，この「引き締め」による景

気下落がかならずしも決定的ではなかった�　　�点に他ならない。というのも，

この景気調整策発動によって，一面では，在庫投資は確かにすばやく減少に

転じたものの，しかし他面，「工業生産指数」（６０年＝１００）は上昇を継続した（６１

年＝１２４�６→６３年＝１５１�２）し，「設備投資」（１０億円）も決して減少には向かわな

かった（６０年＝１２６０→６１年＝１５９９→６２年＝１４３９）　　�からであって，「生産―

投資」はなお増加を遂げた。その意味で，景気転換はマイルドに進行したと判

断可能だが，しかしそれでも６１年１２月を画期として景気は下降に転じていく。

したがって以上を前提にすれば，（Ⅲ）その「帰結」としては以下の３点が直

ちに浮上してくる。すなわち，①「不況のマイルド性」　　「鉱工業生産・設備

投資・雇用」面での「落ち込み」が緩やかだったこと，②「輸出増加の回復寄与

性」　　「経常収支回復＝国際収支均衡化」に果たした「輸出増加」の役割が大

きかったこと，③「不況の短期性」　　�急速な国際収支改善によって約１０ヵ月

という短期間のうちに景気回復へ向かったこと，これである。こうして，６２

年１０月には早くも引き締めが解除されて景気上昇へと転換していく。

この結果，６２年１０月から６４年１０月にかけて�「オリンピック景気」が出現す

る。そこで最初は（Ⅰ）その「背景」だが，この景気上昇を可能にした契機は何

よりも数次に亙る「金融緩和」にこそ求められてよい。すなわち，６２年不況脱

却を目指して数回の公定歩合引き下げが実施されたのであり，６３年にはつい

に５�８４％という高度成長以前の低水準にまで到達するに至った。そして，こ

の「金融緩和策」が次に「銀行貸出増加→企業投資拡大→生産拡張」を誘導した

から，そこから６３年には「鉱工業生産」上昇と「企業売上高」好転とが生じて，

「６２年不況」はついで「オリンピック景気」へと接続していくこととなる。
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そのうえで（Ⅱ）その「実態」はどうか。このような方向からその特徴点を探

ると，これまでの「神武―岩戸景気」とは質的に異なる，以下のような「特異点」

に目を奪われざるを得ない。すなわち，①「民間設備投資の寄与度」に基づく

「民間設備投資主導型・成長パターン」の変調，②電力・鉄鋼・機械などの投

資拡大主導部門における投資額の停滞，③企業売上高増大とは乖離した「利益

率回復の不調性」（好況感なき企業経営），であって，明らかに，「景気パター

ンの変容」が指摘されるべきではないか。要するに，この「オリンピック景気」

は，設備投資の本格的な盛り上がりを欠いた不安定なものであり，したがっ

てその点で，そこでは決定的な好況は発現し得なかった�　　�と整理される以

外にはない。

そして最後は（Ⅲ）「オリンピック景気」の「帰結」である。いまチェックした

通り，好況の盛り上がりは決して大きくはなかったが，しかしそれでも，景

気の進行はやがて国際収支の悪化に接続していった。実際，貿易自由化にも

促進されて輸入の急増が進んだ他，それに貿易外収支赤字幅の増大もが加

わったから，国際収支は急速にその悪化スピードを強めていく。そしてこの

経過が，一連の「金融引締め措置」を不可避にした（６３年１２月預金準備率引き上

げ・６４年１月市中貸出増加抑制・３月公定歩合引き上げ）のは当然であった。

しかしその場合に特徴的なのは，この引き締め策実施にもかかわらず鉱工業

生産が容易には縮小しなかった点であって，むしろ逆に，以下のロジックこ

そが発現をみた。つまり，「輸入減少→貿易収支黒字化→国際収支改善→預金

準備率引き下げ→公定歩合引き下げ」という経過が進んだから，結果的には，

むしろ「引き締め解除」＝生産拡大こそが現実化していく。

要するに，景気調整策が発動されても生産減退には直結しない�　　�という，

別面での「変調」が確認されてよいが，しかし，その「清算のツケ」は何よりも

「６５年不況」によってこそ払わされる。

そこで�「６５年不況」である。まず（Ⅰ）その「背景」が押さえられる必要があ

るが，皮肉なことに，「不況の激化」は，むしろ６５年春における「金融引締め解

除」の後にこそやってきた。つまり，目立たなかったとはいえ，６４年前半に実

施された景気調整策によって，経済過程の底流的基盤においては「供給過剰」

が潜在化していた（在庫投資減・供給過剰感増・生産調整開始・鉱工業生産低
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下）が，この「供給過剰化」に対して，６４年前半の「景気抑制政策」が，６５年春の

「抑制解除」を契機にして初めてその「景気調整作用」を発揮した　　という

「異常な」過程が表面化したわけである。まさに「６５年不況」の開始である。

そのうえで（Ⅱ）その「実態」にまで進むと，全般的には，「戦後最大の不況」

と呼ばれる程の「不況の深刻性」が広がった。そこでその「深刻性」のポイント

を具体的に探ると，①「企業収益の急落」（総資本収益率６５年＝３�５４％）②「負債

増加―倒産激増」（負債額６５年＝５６２４億円，倒産件数６１４１件）③「設備投資純減」

（６５年＝１５２５百億円），などが顕著だといってよく，ほぼ全領域を網羅して鋭

い落ち込みが記録されていく。まさに不況の深刻性がよくわかろう。

以上を前提として，最後に（Ⅲ）その「帰結」はどう集約可能であろうか。そ

こでその全体的帰結を総体的に整理すると，以下の３点に集約可能だと思わ

れる。すなわち，まず第１点は①「生産調整―不況カルテル」の実施であって，

「６５年不況深刻性」の証左として，６５年７�９月に粗鋼の１割減産が行われた

他，多数の業種で「生産調整」が進行した。しかも，この不況への対処として

「不況カルテル」（「独禁法」第２４条適用）結成の大幅拡大が進行したのも象徴的

であった。その意味では，まさに戦後最大の不況カルテル結成ブームだといっ

てもよい。ついで第２点こそ②その「構造不況的性格」に他ならない。という

のも，この不況は単なる短期的な「在庫循環」には還元できないからであり，

例えば，「景気調整策発動における『タイミングと効果のズレ』」や「引き締め政

策の国際収支改善への『作動問題』」・「景気変動に及ぼす政策実施作用の間接

化」，などの「異常性」が目立った。その点で，「６５年不況」が，日本資本主義の

その「基調変化」を端的に表現している�　　�のは一目瞭然であろう。

そのうえで第３点こそ③「転型期の意義」だといってよく，それは以下のよ

うに総括されてよい。すなわち，「６５年不況」を帰着点とするこの「転型期」こ

そ，「民間設備投資主導型」の「第１次高度成長」が，　　�特に「労働力不足」と

いう制約に直面して　　�自らの「限界」を暴露させて発現させた，「景気変動

における１つの『踊り場』」だったのであり，換言すれば，「労働力不足」という

制約に対応しつつ，「高度成長の再現」を図るための，その「調整過程」以外で

はなかったのだ�　　と。まさに「転換」に他ならなかったわけである。

取り急ぎ第２に�「第２次成長期」の景気変動へと視角を転換していこう。
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そこで，この第２次成長期・景気変動の「展開過程」を概観していくが，まず

（イ）「６５年不況からの回復」が最初の焦点をなす。このような方向性からする

と，景気回復の第１要因は�何よりも「金融政策」だと判断してよく，６５年前

半から金融面での強力な景気梃入れ策が実施をみる。例えば，６５年６月の公

定歩合引き下げを皮切りとして，その後も，７月の「日銀窓口規制の解除」と

「預金準備率の引き下げ」とが連続していった。こうして，景気刺激策のまず

第１幕として金融緩和政策の本格的発動が一目瞭然だといってよい。

しかしこの金融面からの刺激策だけで景気回復が可能になったわけではな

い。そのうえで，ついで第２要因として�「財政政策」の出動もが余儀なくさ

れる。つまり，６５年６・７月に「公共事業費および財投の支出促進措置」がと

られたことに加えて，６６年１月には赤字国債２５００億円の発行が決定をみたし，

さらに６６年度予算も積極型・拡張型で編成されるに至って前年比１７�９％増の

大型予算に膨張した。まさにこれらの結果，景気に対する財政の役割が増大

したのは当然であって，「政府支出寄与度」の高さこそが顕著になっていく。

そのうえで，さらにこの景気上昇を本格化させた第３要因としては�「輸出」

も軽視できまい。というのも，生産が拡大経路に乗った例えば６６年には，こ

の年の１１�７％増加のうち，「寄与度」としては輸出＝３�６％，政府財貨サービス

購入＝２�７％となって，この両者で全体の過半を占めた�　　�からに他ならない。

こうして，まさに「財政・輸出」に主導されてこそ，６５年不況は本格的な回復

へと転換していく。続く「いざなぎ景気」の開始である。

そこで次に（ロ）「いざなぎ景気の展開」へと進もう。最初に�その「経過」だ

が，６５年不況脱出の後，好況は７０年７月に至るまで年率１０％成長を超える息

の長さを記録し，その好況持続期間は実に５７ヵ月にも及んだ。しかし，「い

ざなぎ景気」と呼ばれたこの長期好況期間も決して単線過程で進行したわけ

ではなく，「６７年・６９年」という２度の「景気調整局面」を免れていない。その

点で，まさに景気変動局面としてこそこの「いざなぎ景気」は進行していく。

最初にまず�「６７年調整局面」から入ると，その「契機」は，「いぜんとしてま

だ」基本的には「国際収支赤字」に求められてよい。すなわち，６６�６７年局面で，

輸出伸長停滞の下で輸入が急増したため貿易黒字幅の縮小が惹起されたが，

それによって，すでに６６年末から逆調化していた国際収支は６７年に入ってさ
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らに極度の悪化に陥った。まさにそれへの対処策としてこそ，９月以降に，数

次の本格的な景気調整策が発動をみたのはいうまでもない。

したがって景気調整策発動の契機が「国際収支悪化」にあった点は確かに否

定はできないが，しかしこの「６７年調整局面」では，その後の経過が従来とは

大きく異なっていた。というのも，６８年には国際収支は急速に改善に向かい，

そのために，６７年９月から打ち出された景気引き締め策は，十分に浸透しな

いうちに６８年夏には早くも緩和された�　　�からに他ならない。その結果，軽

微な景気調整に止まったのであるが，このような「変形」の原因が，日本経済

における「国際収支黒字基調の定着化」にこそあったのはいわば自明であろう。

ついで�「６９年調整局面」へ目を移すと，従来からの「特異性」は一層その顕

著さを濃くする。すなわち，「６７年調整」を乗り切って長期好況はさらに持続

するが，それでもさすがに，６９年夏以降になると景気過熱化の兆候が避け難

くなっていく。それを受けて日銀は，以下のような「異例のコメント」を発し

て景気調整策に転じる。すなわち，「国際収支は黒字を続けているが，経済の

急速な拡大に伴い，物価の高騰，金融機関の貸出の著増等，懸念すべき現象

が現れており……この際景気の行き過ぎを未然に防止する措置を採る」（８月

３０日）という発表に他ならず，まさに「景気行き過ぎの予防措置」としてこそ，

景気引き締めへの転換が果たされた�　　といってよい。そしてその結果，例

えば，公定歩合引き上げ・預金準備率引き上げ・対都銀資金ポジション強化

などに着手されたのは当然であった。

その場合，この作用の，実体経済への浸透度の弱さが目立ったが，しかし

この「６９年調整」においてそれ以上に特徴的だったのは，「黒字定着下での，景

気過熱懸念を目的とした『予防的景気調整策』」だという点であって，その「特

異性」は一目瞭然だというべきであろう。

そして最後は（ハ）「７０年不況への転換」に他ならない。そこで最初に�その

「転機」が問題となるが，いま指摘した通り，６９年景気調整策の浸透はなお微

弱だったものの，金融面からの引き締め効果はそれでも決して弱かったとは

いえないから，さすがに７０年春を迎えると景気の反転が目立ち始め，その結

果，７月を分水嶺にして景気下降が現実化していく。こうしてさすがの「いざ

なぎ景気」もその幕を下ろした。ついで�その「特質」にまで立ち入ると，そこ
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では「現象―本質」の「二面性」が否定できない。つまりまず一面では，この景

気後退は，「国際収支黒字化」の下で，しかも企業利潤率がかならずしも悪化

しない状況で，いわば「予防的なもの」として発現をみた。したがってその点

で，資本蓄積次元ではその発現必然性に欠けるという「現象」が強い。しかし

他面，もう一歩立ち入ってみると，「資本費・人件費」の両コストがすでに増

大を余儀なくされており，特に「対売上高人件費比率」は，すでに６４�６５年不況

をさえ上回る水準にまで達していた。いうまでもなく「過剰蓄積」の現出以外

ではないが，それが，「インフレ激化」と「国際収支黒字」とによって隠蔽され

ていたに過ぎない。まさに，「過剰投資」という「本質」のこのような「粉飾」が，

「現象的」には，「予防的な『政策不況』」として発現していった�　　�わけであろう。

こうして�「７０年不況の総括」がこう提起されてよい。すなわち，それを「政

策不況」とみるのは錯誤であり，むしろそれは，インフレ激化を回避しつつ成

長をさらに持続させることの困難性を示す，まさしく「必然的」な，その「景気

調整過程」以外ではなかったのだ�　　と。

以上のような具体的な「景気変動過程分析」を下敷きとして，最後に第３と

して，�「基礎構造に占める『景気変動の位置』」を全体的に総括しておきたい。

いい換えれば，「高度成長の基礎構造」を「政治過程―生産・貿易・雇用―景気

変動」の３側面からフォローしてきたが，これら３側面構造の中で「景気変動」

は如何なる位置関係に立つのか�　　という点がその考察焦点をなすといっ

てよい。そこでこの点の明瞭化のために，（イ）「政治過程」と「生産・貿易・雇

用」との構造的位相を再確認しておけば，以下のようであった。

まず�「政治過程」だが，戦後再建期から高度成長期に掛けての「政治過程」

を通して，一方では，再建期に展開した「統制体制」型「行政機構・政策体系」

の「緩和・撤廃」が進められて，高度成長型政治システムに対する障害の除去

が試行された。まさにその点で，高度成長型体制にとって不適合な「旧体制的

＝統制型」政治・行政制度のいわば「強制的」排除にこそ，高度成長期・政治過

程の「課題」があったと整理されてよいが，しかしそれだけではない。そのう

えで，この不適合な制度の改変のうえに，さらに，高度成長に適合する「制

度・機構・政策・システム」の構築が積極的に目指されたのであり，したがっ

てその点からいえば，他方で，高度成長期・政治過程のヨリ能動的な「課題」
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に関しては，高度成長に適合した政治体制の「権力的形成」こそが枢要だと思

われる。こうして，「政治過程」としては，高度成長展開に適合した政治体制

の積極的構築が目標とされたわけであり，まさに「高度成長システム」展開の，

その「体制枠組形成」が実施されたのだと考えてよい。

次に�「生産・貿易・雇用」はどうか。しかし，これに関してはもはや論点

は明瞭であって，周知の通り，これら３者は高度成長過程において未曾有の

拡大を実現するが，その実現が，何よりもいま確認した「高度成長期・政治過

程」にこそ支えられていたことに贅言の必要はあるまい。というのも，「高度

成長期・政治過程」によってこそ高度経済成長展開の諸条件＝基本枠組が形成

可能になったという関連にある以上，具体的には，この「生産・貿易・雇用」

の高水準展開として現出した「高度成長経済」が，そのための枠組形成をもた

らした「高度成長期・政治過程」をその根底的土台としていることは一目瞭然

とみる他ないからである。要するに，「生産・貿易・雇用」は，「高度成長期・

政治過程」という舞台上で現実的に展開された，その内実なわけであり，その

点で，それは，まさに高度成長体制の基本的実体だと整理できよう。

そのうえで�「景気変動」が位置づく。すなわち，「政治過程」によって構築

されたこの「生産・貿易・雇用」という経済過程は，最終的には，「景気変動運

動過程」として現実化＝総括される以外にない�　　という総合的な位置関係

が呈示される。具体的には，「神武―岩戸―転型期―６５年不況―いざなぎ―６９

年景気調整」などとして発現した「高度成長期・景気変動」機構自体に他ならな

いが，まさにこの景気変動運動過程という機構を媒介としてこそ，「生産・貿

易・雇用」として現出する高度経済成長の，その現実的進行過程が総括される

と集約されてよい。その意味で，「政治過程」に立脚して進行する「生産・貿

易・雇用」の，その最終的な現実的「総括過程」こそ，この「高度成長型・景気

変動」そのものなのであった。

そうであれば，これら３者の以上のような特質をふまえると，結局（ロ）「景

気変動の体系的位置関係」は以下のように整理されてよいことになろう。つま

り，「高度成長期・景気変動過程」こそ，史上稀にみる高水準の経済成長を記

録した「高度成長経済」の具体的内容・条件・成果・特質・限界を，その最も

現実的な次元において「総括」するまさしく「現実的機構」に他ならないのだ�　　
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と。したがって，このように性格付けが可能であれば，そこからさらに，次

のような方向性が直ちに帰結してくるのもいわば当然といってよい。つまり，

「高度成長体制」において「景気変動機構」が有する，このような「総括的機能」

を的確に重視すれば，「高度成長型・日本現代資本主義」の体制組織化作用も

また，まさにこの点を軸点にしてこそ明確化されるべきこと，これであろう。

ここからこそ最後の論点が導出されていく。

そこで最後に，（ハ）「高度成長期・景気変動の体系的意義」が以下のように

まとめられねばならない。すなわち，「高度成長期・景気変動」は，政府の財

政・金融政策に立脚して進行した，「自律的な景気循環型『自己調整機能』過程」

そのものであったのであり，まさにその意味で，「現代資本主義型・内的コン

トロール形態」における，その中心基軸に他ならなかったのだ　　と。

Ⅱ　組織化体系（Ⅰ）――階級宥和策

［１］労資関係　次に，以上のような「基礎構造」を土台として展開された，

国家による「体制組織化作用」の現実的過程へと入っていこう。その場合，こ

の「体制組織化」機能のまず第１は�「階級宥和策」に他ならないが，最初にそ

の第１側面としては，いうまでもなく①「労資関係」４）が重要だといってよい。

そこで第１に�「第１次成長期」を対象に設定していくと，まず１つ目として

（イ）その「背景」が前提となるが，この背景を規定する環境としては，何より

も「高度成長の開始」という条件が基本になるであろう。すなわち，高度成長

出発とともに進展をみる技術革新によって労働過程における作業内容は単純

化し，それを実体的基盤として，いわば「カン」と「コツ」に依存する従来の熟

練体系は分解化＝客観化を免れ得なくなる。まさに，機械化に対応したその

ような労働体系の変容に立脚してこそ，労働過程編成は，資本の主導権下で

「企業内教育訓練」として再編成されるのであって，その結果，労働者の熟練

形成における労働者の自律性は，基本的には喪失を余儀なくされていく。

しかしそれだけではない。ついで，このような「労働者の自律性の喪失」は

直ちに「労務管理体系」の変質へと接続していくといわざるを得ない。つまり

具体的には，従来の，旧型の職長・組長による，作業指揮・監督機能・管理
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機能が後退し，それに代わって，流れ作業と大量生産方式に適合した，「管理

機能の管理部門への集中強化」・「現場管理組織の編成替え」・「新型役付工＝

作業長制度の導入」などが進んだのであり，その帰結として，旧来の職長・組

長を軸とする「自律的職場集団」が解体に追い込まれつつ，労働過程は「資本の

『聖域』」として確立をみるに至った。まさに，現代的な，「資本主導型・労務

体系」の強化だといってよい。

要するに，第１次成長期・労資関係におけるその基本的「背景」としては，

まさに高度成長に対応した，資本主導権下での「労資関係再編」動向が明瞭に

進行した�　　�と整理できよう。

ついで２つ目として，以上のような環境の中で繰り広げられた，（ロ）「職場

闘争の展開」はどう把握可能だろうか。いうまでもなく，すでに指摘した，労

働者の自律的組織に対する資本の解体攻撃に対して，労働者集団が対抗運動

を展開したのは当然であった。すなわち，労働者側は，「職場集団の自律性」

を土台として，作業量・作業方法・要因配置などに関わる「労働のあり方」を

自ら規制することを通して，職場組織を自らのコントロール下に置きつつ強

化する�　　という闘争に取り組んだ。その点で，自らが労働するその「生産

点」において資本に対抗していくという意味で，まさに「職場闘争」というべき

闘争が進められたと考えてよい。そして，この「職場闘争」の展開を基盤にし

てこそ，総評も５５年には「組織綱領草案」を策定したのであり，それを通して，

「労働組合の企業主義的体質を克服するためには『職場闘争』を労働運動の基

調にすえるべきだ」という主張を強めた。

このようにフォローしてくると，１９５０年代後半からの「第１次成長期・労資

関係」は，一方での，「生産点」の「高度成長型・効率的」再編を指向する「資本

の労務管理政策」と，他方での，「生産点」の「自律的規制」を目指す「労働者の

職場闘争」とが，併存・対立・拮抗した，まさに流動的局面だったと体系化さ

れてよい。その点で，階級闘争の対抗的発現と理解できるが，それは，６０年

代に入ると，　　�後に詳述するが�　　三池争議の労働者側敗北によって決着

をみ，それを分水嶺にして「日本的労資関係の『成立』」こそが帰結していく。

そこで（ハ）「日本的労資関係の成立」へ視点を移そう。後に立ち入って関説

する通り，「総資本―総労働」のいわば「全面対決」と称される「三池闘争」（５９�
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６０年）における労働側敗北こそが「日本的労資関係成立」の重要モメントをな

すと思われるが，その場合，最初にまず押さえておく必要があるのは，�そ

の「定義」であろう。そして周知の如く，通説的には，「年功序列賃金・終身雇

用・企業別組合」のトリアーデ＝「三種の神器」によってそれは定義づけられる

が，しかし，例えば，特に最初の２つは必ずしも日本固有なものとはいえず，

資本主義発展の「時間的後発性」によって規定される，むしろ「段階論的処理」

に委ねられるべきものだ�　　という異論も決して少なくはない。したがって，

「日本的労資関係」の本質をヨリ体系的に把握するためには，この「三種の神

器」論からさらにもう一歩深く立ち入って，「労働過程次元での『労資関係統合

作用』」にこそ着目すべきだと思われる。

そこで次に，その点を一層明瞭にするために，高度成長経済が本格的に展

開していく６０�６４年段階における，�現実的な「労資関係展開」をやや具体的に

追っていくことにしよう。後に立ち入って指摘するように，三池争議は労働

者側の敗北に終わるが，その結果，組合規制力は決定的に弱体化したから，

そこからは，次の２つの新事態が招来せざるを得なかった。つまりまず１つ

は労働運動路線面での変化であって，この労働側規制機能の低下に制約され

て，「協調的企業組合路線」の浸透度が強まっていく。換言すれば，職場を足

場とする「企業意識への抵抗」が目立って衰弱化することに他ならないが，そ

れが，組合運動路線を巡る闘いにおいては，「協調型組合」への変質を許すと

いう形で進行していった。そしてそれが，もう１つには，労働争議の著しい

減少となって表われるのは当然であろう。いうまでもなく，「労働側規制力の

衰弱化→争議展開能力の喪失」という論理が貫かれるからであるが，この結果，

これ以降，少なくとも基幹的重化学工業部門の大企業における労働争議はほ

ぼ消滅した�　　�のは周知のことだと思われる。まずこの底流が基本前提をなす。

しかも，このような「底流的動向」が，ナショナル・センターとしての総評

によって追認されてしまう。すなわち，総評は６２年に「組織方針案」を提起す

るが，その中では，むしろ現状を肯定しながら，生産点における個別具体的

な「職場闘争」は，労働組織全体に関わる，労働組合のいわば「統一機能」に従

属し服するべきだ�　　という考えこそが強調されるに至る。こうして，「生

産点―職場」活動にこそ立脚して労働組合を強化すべきだという，これまでの
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闘争理念が大きく後退して，「日本的労資関係」成立の基盤形成こそが進む。

まさにこのような進行過程の帰着点こそ，６４年の「���・��」（国際金属労連

日本協議会）と「同盟」（全日本労働総同盟）の結成に他なるまい。というのも，

これらこそ「協調的企業別組合の連合体」以外ではないからであって，「協調主

義的労働組合路線」が１つの体系的組織体として運動を開始していく，その出

発点が画されたといってよい。しかもその中で，ほぼ６０年前後において「団体

交渉制の労資協議制」への移行も定着をみるから，高度成長期の本格化に伴っ

て，「労資関係の変質」＝「日本的労資関係の成立」がその歩みを強めていく。

このような「労資関係の変容プロセス」を前提にしてこそ，ようやく�「日本

的労資関係」の「枢要点」が以下のように集約可能となろう。その際，ここまで

で具体的に指摘してきた通り，その「枢要点」の焦点は３つに整理可能であっ

て，それは，①「団体交渉制度の労資協議制への解消化」②「基幹的大企業にお

けるストライキ権の『放棄』」③「企業成果分の妥協的分配交渉」，という特徴的

相互関係に他ならない。やや総合的に図式化すれば，労資双方は，職場規制

力を欠落させた個別的企業組合システムに立脚しつつ，「交渉権・スト権＝労

働基本権」の行使を自粛して「協議体制」を構築し，まさにその下で，「『生産点』

においては『対立』せずに『一致』して共同し，『分配面』でのみ成果分割を巡っ

て『対立』する」という構図を描く　　と体系化可能であり，結局それは，「労

働基本権の実質的空洞化とそれに立脚してこそ存立する企業別協調的組合と

を土台にした，まさに企業内型協調的労資関係」に他ならない，とこそ総括さ

れてよい。この３つの内実に特に注目しておきたい。

取り急ぎ，第２に�「第２次成長期」の労資関係へとその視角を転じよう。

そこでまず（イ）その「背景」から入ると，第２次成長期における，企業による

労働者包摂深化の必然性拡大こそが，何よりも�そのポイントをなす。すな

わち，１９５０年代後半からの第１次成長期を通じて民間大企業の大型設備投資

が進展したが，それは，「設備投資拡大→生産性上昇→コスト削減」を媒介に

して「競争力強化→経常黒字増加→経済大国化」の実現を可能にした。しかし，

一方で，「転型期」において顕著となった「労働力不足＝過剰資本化」を克服し

ながら，他方では，さらにこの「経済大国」状況を「第２次成長」として維持・

拡大させていくためには，生産過程＝職場における不断の合理化推進が不可
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避といってよいかぎり，この第２次成長期において，「労資関係の再編強化」

が進んでいくのは当然であった。換言すれば，企業が，労働者間に競争を積

極的に導入することによって労働者包摂を実質的に強め，そしてそれを通し

て，労働者が企業論理に対抗するための母体である「職場世界」の破壊を目指

したわけであり，その帰結としてこそ，企業論理による「職場世界」の包摂＝

統合が試行されていくといってよい。まさに，「企業社会」形成に立脚した，

いわゆる「能力主義管理」に他ならないが，その基盤に，「第２次成長」の特殊

性があった点はすでに自明であろう。

そこで，この「能力主義管理」に対する�「資本側からの提起」に移ると，そ

の契機をなしたのは，６６年１０月の「日経連・合理化宣言」とその２年後の「最終

報告」とであった。つまりこの「報告」では，「労働力不足・資本の自由化・技

術革新による労働内容の変化」という３つの環境変化に基づいて，「国際競争

力強化のための『生産性向上・コストダウン』の不可避性」が強く打ち出された

が，まさにその決定的条件としてこそ，「��技法の導入」とともに「能力主義管

理」の必要性が主張されたわけである。やや具体的に立ち入ると，一方でまず

前提的には，「恩情的処遇の払拭」と「年功制の不適合性」とが指摘されたうえ

で，ついで他方でヨリ積極的には，従来の年次別・属人的な「集合管理」から

能力別の「個人管理」への転換が提唱された�　　と考えてよい。まさに，労務

管理システムにおける新展開の始動である。

そのうえで�この「能力主義管理」のエッセンスはどこに求められるだろう

か。その場合，その基軸は何よりも「企業統合」の徹底化にこそあると判断で

きるが，それは現実的には，「職務遂行能力」に立脚した，配置管理・昇進管

理・賃金管理の浸透化としてこそ現出しよう。つまり，企業が設定した基準

を根拠にして個々の労働者の職務遂行実績や企業貢献度の高さを査定し，ま

さにその結果に基づいて，配置・昇進・賃金を決定していく　　という方式

に他ならないが，これを客観的土台として，企業の対労働者管理は決定的に

強化されていく。なぜなら，このようなシステムによって，労働者はいわば

「アトム化」されて互いに競争・対立関係に立ち，したがって労働者としての

連帯関係を喪失するからであり，その結果，地位と賃金上昇を目指して，企

業利益の網の目に吸収・支配されていかざるを得まい。こうして，「能力主義
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管理」の貫徹は，まさに「企業統合」の深化として進行していくとみるべきであ

り，そこにこそ，「能力主義管理」のそのエッセンスが確認できるといえよう。

そのうえで，この「能力主義管理」を具体的に補強する手段として決定的に

重要なのは，（ロ）労働者小集団を基礎にした「自主管理運動」だといってよい。

いうまでもなく周知の「��サークル・��運動」などであって，それは，まず

一面では，技術革新が派生させる，労働の専門化・細分化・単調化・疎外化

などを克服して，能率低下の防止を目指すとされるが，しかしそれだけでは

ない。そのうえで他面では，進行しつつある「能力主義・実績主義」によって

惹起される「集団意識の崩壊」をカバーし，まさにそれを通じて，「労資関係の

悪化＝動揺」と「労働モラル低下」との補完こそが追及されたと考えられる。ま

さに「企業への忠誠心＝自発性」を「外部から」強制したわけだが，これこそ，

「能力主義・実績主義」を支えながら労働者個人の「自発的競争意欲」を駆り立

てる，そのいわば「新型・企業統合方式」であることは一目瞭然ではないか。

こうして，第１次成長期からさらに深化した，第２次高度成長期に固有な，

「新たな企業統合システム」の，その形成・定着が明確にみて取れよう。

以上を前提にして，最後に（ハ）「能力主義管理」の「現実的展開」をやや具体

的に集約しておかねばならない。その場合，このような新システム導入の先

駆けをなしたのは，何よりも鉄鋼大手であった。まず�その第１典型ケース

は最大手の八幡製鉄に他ならず，１９６４年に早くも��サークルを採用したの

を皮切りとして，それ以降は，６５年に職場委員会を設けつつ６６年からは��運

動もがスタートしている。以上のプロセスを経て，自律的職場集団の解体が

進行しつつ，まさにその空白を埋める形で，��サークル→��運動の始動が

図られていく図式が明瞭だが，さらにそれを条件としてこそ，６７年からは，

このような職掌制度に見合う賃金体系としての「職能給制度」もが採用されて

いった。こうして，労務管理システムの変更に対応しながら，賃金システム

もその変容を余儀なくされたわけであり，その帰結として，「生活給体系」の

「能力給体系」への転換が，まさしく見事に確認可能ではないか。

ついで�第２ケースとしては日本鋼管の例が興味深い。その嚆矢をなした

のが，６６年福山製鉄所稼動とともに実施された「能力主義管理」の進行である

が，その特徴点として指摘されてよいのは，以下の３論点だと思われる。す
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なわち，まず第１は「工・職身分の廃止」であって，全従業員を「社員」とした

うえで，職務遂行能力を基準として「公平な処遇と昇進管理」とに立脚した社

員制度の実施が試行された。もちろん下請労働者はこのシステムからは排除

されたが，本社員に関する限り，それによって，一定の「一体感＝企業忠誠

心」が刺激を受けたのは当然であろう。ついで第２は「職務給の職能給化」に他

ならない。換言すれば，各種の職務資格のなかにさらに新たな「職級」＝レイ

ンジ（�����）を設定したわけであり，同じ職務であっても能力の伸長に応じて，

「職級」に従って昇進することが可能とされる。まさにこれを通して，「能力主

義管理」が徹底化するとともに，労働者への「擬似的・勤労意欲」が強化された

のはいうまでもない。そのうえで第３は「中期整員計画」であり，これによっ

て，人員削減の「合理的基準」が基本的に策定をみる。やや具体的に指摘すれ

ば，標準作業時間を基準として「要員算定」を行いつつまず全社的な要員見直

しを実施し，ついで，要員の削減が在籍労働者の賃金上昇へと反映する賃金

体系が組み立てられた。要するに，「人員削減―賃金上昇」がセットになった，

巧妙な「労働者管理システム」が作動していったわけである。

以上のような検討を下敷きにして，最後に第３として�「高度成長期・労資

関係」を集約的に概括しておきたい。そこでここまでで具体的にフォローして

きた論理を総括すると，以下の３論点が取り分け強調に値する。すなわち，

最初に第１論点は（イ）「高度成長期―労資関係」の内在的関連であるが，これ

については，まず一面では，高度成長が派生させた「労働力不足・技術革新・

対外競争力要請・労働争議消滅」などの諸要因が，「高度成長期型・労資関係

形成」を促進した�　　という規定関係が明瞭といってよい。まさにその意味

で，「高度成長→労資関係」という方向性が当然の如くに検出可能だが，しか

しそれだけではない。ついで他面では，むしろ反対に，「労資関係→高度成

長」というベクトルも同様に明瞭であって，安定的な高度成長型・労資関係に

枠組み付けられてこそ，高度成長が進行可能になった点にも否定の余地はあ

り得まい。したがって，「高度成長―労資関係」はいわば「相互規定的」に作用

し合ったといってよく，その内在的関連は見事に自明だと結論できよう。

次に第２論点として，（ロ）この「高度成長期型・労資関係」の「特質把握」が

重要であるが，それを一言で表現すれば，いわゆる「日本的労資関係の成立」
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とこそ整理できる。そして，そこに含有される側面はかなり多面的だが，そ

れが少なくとも，「労働基本権の空洞化・企業別協調組合への立脚・企業内型

協調的労資関係」の３つをその枢要点にしている点に関しては，大きな異論は

あり得まい。まさにその意味で，高度成長期にはこのような「協調的＝非労働

者世界的」労資関係の形成をみたのであり，それが高成長を実現していった。

そうであれば最後に第３論点として，（ハ）「高度成長期・労資関係」の「本質」

は結局以下のように総括可能ではないか。すなわち，このような「高度成長期・

労資関係」において，一方での労働争議の決定的不燃化を基本環境にしながら，

他方で「企業内協調的労資関係」の確立が進行したのであるから，まず「企業内

部」において，「資本による労働者統合化」が高度水準において確立・進展をみ

たと整理できる。しかもその場合に決定的なことは，国家が，企業内部での

このような「資本による労働者統合」をむしろ「是認」しつつ，　　ヨリ積極的

にいえば�　　それに依存して「国家による労働者統合」を「間接的」に実現・遂

行していることに他ならず，そこにこそ「国家の組織化作用」の基軸があろう。

その構図をもう一歩立ち入って示せば，「現代的労働者統合」の一般的担い

手はいうまでもなく国家以外にはないが，しかし，日本の場合は，「企業主

義」的特質が極度に強いため，その「直接的担い手」は，むしろ企業にこそ委ね

られている。それに対して国家は，「労働者統合機能」の，企業へのこのよう

な委譲を前提にして政治過程を展開していくのであり，要するに，このよう

なむしろ「間接的」な形式を媒介にしてこそ，最終的には，その特殊な「労働者

統合」を維持・確保しているのだ�　　と整理されてよい。したがって，つづ

めて言えば，「国家→企業→労働者」というベクトルにおいてこそ「国家の労働

者統合」が機能したと図式化されてよく，その意味で，このような「特殊・間

接方式」にこそ高度成長期・労資関係のその目立った特殊性が点検できるが，

そうであれば最終的に，高度成長期・労資関係が，「階級宥和策」の，その不

可欠な経路であったことも，もはや明白だというべきではないか。

［２］労働運動　そのうえで，「階級宥和策」の第２側面としては②「労働運

動」５）がいうまでもなく重要である。そこで第１に�「第１次成長期」から入っ

ていくと，まず１つ目として，この局面での労働運動展開として何よりも重

要なのはいうまでもなく（イ）「春闘の発足」であろう。そこでまず�その「背
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景」だが，周知の通り，その契機は５４年暮れにおける「賃上げ共闘」の結成に

あった。つまり，ここで，合化・炭労・私鉄・電産・紙パという総評加盟の

５単産が５５年春に向けて賃上げ共闘を組織したことを出発点にしており，こ

の年にはさらに全国金属・化学同盟・電機労連もが加わって，春闘参加組合

員数は約７３万人に上った。その後も，公労協系組合（５６年），鉄鋼労連・全造

船（５９年）などが加わったし，また６０年代に入ると，総評・中立労連によるナ

ショナル・センター型の「春闘共闘会議」もが結成されて，その勢力を大いに

強めたといってよい。その結果，高度成長最盛期の６５年には，春闘参加組合

員＝６３５万人，組織労働者数＝全体の６３％にも達したから，この第１次高度成

長期には，ほぼ全産業の主要労組が「春闘運動」へと広く結集するに至った。

ついで，では�その「効果」はどう把握可能であろうか。その場合，この高

度成長期には，労働市場が売り手市場化していたとともに，企業の賃金支払

能力が高かったのは当然だった以上，春闘を通じた賃上げ実績はかなり高

かった。したがって，春闘戦術は一応の成功を収めたといってよいが，そこ

では，次のような，一定の「戦術パターン」が効果を発揮したように思われる。

すなわち，経営条件・賃金支払能力が良く，しかもストライキの影響を最も

強く受けるような企業がまず闘争展開―妥結を実現し，これに合わせて，他

の企業も賃上げを勝ち取る　　というパターンに他ならないが，このような

独特な闘争戦術によってこそ，賃上げ範囲の広範化とその水準の平準化とが

広く浸透していくことになった。

そのうえで最後に，�その「意義」を整理したいが，この「春闘体制の効果性」

が，まず一面では，高成長による企業超過利潤の一部を組織労働者がいわば

実力を行使して「取り戻す」行動を意味する　　点が否定できない。言い換え

れば，企業獲得の超過利潤に対する「再配分」関係以外ではなく，その意味で

は，「労資間階級闘争」の「経済的側面」であることには十分な注意が必要であ

ろう。これが春闘の「第１意義」だが，しかしそれだけではない。ついで「第２

意義」としては，このような春闘の成功は，労働運動における，「政治闘争の

放棄」と「協調的労資関係」との帰結である点も忘れてはならず，結局それは，

「労働運動の企業主義化＝体制内化」の顕著な一断面になっている。したがっ

て総じていえば，「春闘型賃上げ闘争の成功」とは，「資本―労働間の『パイ配
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分競争』」における一定の「勝利」の別表現と理解すべきなのであって，その意

味で，「労働運動の『経済闘争』への封じ込め」確立化が一目瞭然というべきで

あろう。まさしく，「春闘の意義」に関するその「二面性」が無視できまい。

そのうえで，この第１次成長期における労働運動の性格に決定的な作用を

与えたのは，周知の（ロ）「三池争議」であろう。そこでまず�その「背景」から

押さえていくと，その発端は，１９５９年１２月の１２７８名にも及ぶ指名解雇にあっ

た。そしてその背後には，石炭から石油への急激なエネルギー転換政策があっ

たが，これに対して，組合側は総力を挙げて解雇反対闘争に立ち上がり，「三

池争議」が勃発をみる。ついで，�その「具体的展開」に目を移すと，まず５９年

８月に三井鉱山は，三池ほか５山の炭鉱に対して総計４５８０名の解雇を盛り込

んだ合理化案を提示した。しかしその重点は，職場闘争が最も盛んであった

三池に対してこそ「狙い撃ち」的に向けられたから，組合側の反発と反撃が巨

大化しつつ争議は深刻化の度合いを加えた。さらにそれは，全国的規模を巻

き込んで「総資本―総労働」型対立にまで発展する以外にはなく，その結果，

深刻化・全国化・長期化の様相を呈していった。

しかし�その「結果」は悲惨なものというしかなく，結局，６０年に労働側の

敗北に終わる。その敗北原因は決して単純ではないが，総資本の攻撃による

労働側の分裂が決定的だったといってよく，それを巡って，大きな禍根と路

線上の教訓とが残った。その結果，６０年８月には中央労働委員会の斡旋が行

われて解雇の「受諾」が進み，三池争議は最終的に敗北を余儀なくされる。そし

てこの「敗北」を分水嶺にしてこそ労働運動の「新潮流」が噴出していくのである。

以上の経過をふまえて，特に（ハ）三池争議の「意義」を集約すれば以下のよ

うであろう。すなわち，すでに指摘したように，三池炭鉱が「職場闘争」の拠

点であった以上，資本の三池への攻撃は極めて激しいものであった。そして

まさにそうであるからこそ，労働者側の，この敗北のダメージは極度に大き

いとする以外にはなく，反対からいえば，この三池争議敗北による「職場闘争

の最終的解体」は，資本にとっては，資本による職場支配のまさに完成を意味

したとも意義付けできる。換言すれば，この三池争議敗北こそ「能力主義的管

理体制」構築の基本的条件だったのであり，まさにここからこそ，「協調主義

的企業内労資関係」の定着と，その端的な表現である「経済主義的春闘の本格
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化」とが顕著になっていくのだ�　　と総括可能なのである。

次に取り急ぎ，第２に�「第２次成長期」の労働運動へと目を移さねばなら

ない。そこでまず（イ）その「背景」を押さえておくと，いまみた三池争議「敗北」

を分水嶺として，労働運動を巡る状況は大きく変質を余儀なくされる。いう

までもなく，（少なくとも基幹的大企業にあっては）ストライキ実行を伴うよ

うな本格的争議の消滅に他ならないが，その要因は労資双方に内在していた。

まず一面で�「労働側」においては，三池争議の敗北が労働戦線の闘争力を弱

体化させつつ，逆に，全国的な労働組織としても「第２組合」潮流を強めたか

ら，その結果，労働組合としての組織的争議展開能力が衰退に向かったのは

いわば当然といってよい。この点が争議後退の第１原因だが，それだけでは

ない。ついで他面で�「資本側」にも一定の要因があり，三池争議には辛うじ

て勝ったものの，この争議の過程で資本が蒙ったコストも尋常ではなく，例

えば「生産停止・減産・設備非稼動化・収益低下・周辺費用激増」などという

直接的なコスト負担の他，社会的信用度・評判の低下などという無形の間接

的コスト負担も莫大であった。その意味で，三池争議は資本サイドにも決定

的な「反省」を迫ったのであり，したがって，資本＝企業側からも，「争議回

避」の指向性が明確に高まっていく。

まさにこれこそ争議後退の第２原因といってよいが，最後にこの両面はこ

う集約される。つまり総合的には，�三池争議を経験した「第２次成長期」で

は，まさに労資双方からして「争議回避」の必然性が貫徹したわけであり，そ

の結果として，争議後退が続いた�　　�のだと。

ついで，（ロ）その「展開」に移ると，以上のような「争議後退」は，むしろ「協

調的労働戦線」の形成をこそ呼び起こしていった。すなわち，「争議後退」が，

「能力主義管理」を自ら受容していく組織体制の構築へと必然的に帰結するの

であり，労資関係の協調化が一層促進されざるを得ない。そこでその組織化

プロセスを追うと，まず第１の画期は，�すでにふれた１９６４年５月の「���・

��」（国際金属労連日本協議会）に他ならず，それはまず，電機労連・造船総

連・全国自動車・全機金の４単産によって結成をみた。その後，翌年２月に

はさらに鉄鋼労連が臨時大会を開催して正式加盟を決めているが，この顔ぶ

れをみただけでも，この���・��の目的が，日本の労働組合の基幹部分と���



金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３

－１３２－

との連携を強めつつ，開放経済体制に対応した「労資協調路線」を強力に推進

しようとする点にあることは，一見して明瞭であろう。

そのうえで，次に第２の画期こそ�「全日本労働総同盟（同盟）」の成立（６４年

１１月）に他なるまい。すなわち，この同盟には，民間大手を中心とする２２単産，

人数にして１４７万人が結集したが，その狙いは，何よりも総評に対抗しつつ，

一括した国際自由労連への加盟にこそあった。そしてそれを通じて，生産性

向上運動・産業民主主義を進めて「福祉国家」の建設を目指す点にこそ，その

力点が置かれたのである。まさしく，そこに漂っている色彩は，「福祉国家

論」に隠蔽された，古めかしい「労資協調イデオロギー」以外ではあるまい。

そこで，この���・��と同盟の�「成立意義」は結局こう整理可能であろう。

すなわち，主流としての総評が「労資対抗・労働の資本からの独立」を主張す

るのに対抗して，資本主義世界＝「自由主義」を前提にしながら「労資協調主

義」を追及する路線の定着以外ではない�　　と。その点で，資本の自由化＝

「開放体制」に直面して国際競争力強化に迫られた，まさに，「第２次成長期」・

日本資本主義の要望に適合した路線，そのものであった。

最後に，このような「第２次成長期・労働運動」の（ハ）「帰結」を大くくりで

まとめておきたい。そこでまず第１論点は�何よりも「パイの論理」の貫徹・

浸透であろう。つまり，それは，取り分け特に同盟・��型春闘において際

立ったが，そこでは，「パイ」＝企業利潤の増大が労働者「分け前」＝賃金の増

大につながると「錯覚」し，その観念に立脚して，結局は，労資協調による生

産性向上への協力が高賃金をもたらす�　　と想定されていった。その結果，

従来の「生活保障の論理」と「平等主義」とは掘り崩され，それに代わって，「パ

イの論理」と「能力主義」とが浸透していかざるを得なかったのは自明であろう。

ついで第２論点として�「総評の変容」も軽視できない。というのも，総評

路線にも「能力主義」を受容＝是認する基盤の形成が進んだからに他ならず，

三池闘争敗北に起因した，職場闘争の挫折と反省を通して，総評の基本方針

に対する揺さぶりが強まっていく。そしてまさにその結果として，従来の，

「職場の民主化・資本管理機構への抵抗」という路線から，「合理化容認・合理

化成果の還元」という，新たな路線への変容が進むのであり，同盟・��路線に

よって総評も質的な影響を受けつつ，総評春闘理念の変質が目立っていった。
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それと対応して，第３論点こそ�「組織内部系統の空洞化」だといってよい。

すなわち，以上のような職場闘争の脆弱化は，必然的に，組合組織における

「意思形成＝方針受容」というフィードバック系統に空洞化を招来させずには

済まない，ということであって，具体的には，「労組の中央集権化」と「活動レ

ベルの上部化」とを余儀なくさせた。言い換えれば，労資交渉の舞台が，「各

職場→単組中央→単産中央→ナショナル・センター」へと引き上げられたので

あり，その結果，各職場の権限縮小と「組合の官僚化」とが進行したといって

よい。そして，まさにその帰結こそ，職場を立脚点とする労働者運動の衰退

に他ならず，したがってそこから，「能力主義管理」浸透の受容条件が作られ

ていってしまったこと　　は一目瞭然であろう。要するに，職場組織におけ

る「企業主義論理」の貫徹が否定できないわけであろう。

以上のような考察をふまえて，最後に第３として�「高度成長期・労働運動」

を総体的に集約しておこう。そう考えると，差し当たり以下の３論点には特

別の考慮が払われるべきだと思われるが，まず第１論点は，何よりも（イ）「労

働運動闘争力の喪失」だといってよい。繰り返し指摘したように，三池闘争の

敗北がその土台にあることは明瞭であって，その結果，同盟および���・��

路線の台頭を許したとともに，「闘争の質」としても，「政治闘争の後退＝経済

闘争の中心化」を招かざるを得なかった。したがって，総じて「労働運動の『体

制内化』」進行が明白だというべきであろう。ついで第２論点としては，この

「闘争力喪失―経済闘争化」が，必然的に「職場闘争からの離脱」を帰結させて

いった点が注目される。つまり，一方では，「パイの論理」を受容して春闘路

線に傾斜しつつ，他方では，労組の中央集権化に制約されて職場内の意思形

成系統が形骸化したから，職場が労働者運動の基軸たる位置を失って，職場

を拠点にした，労働者の自発的団結・連帯・抵抗運動は極度に衰弱する他な

かった。まさにその間隙を縫ってこそ，資本による「能力主義管理」化が可能

になったのであって，全体として，「労働運動の職場規制力」は低下を続けた。

したがってこう理解してよければ，第３論点が，（ハ）その「全体的総括」と

して次のように整理可能になってこよう。すなわち，高度成長期の労働運動

は，「政治闘争の放棄」を代償にして「パイ果実の配分化＝春闘型・経済闘争主

義」路線を強めたが，それはまさに「労働運動の『体制内化』」以外ではなく，そ
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れを通じて，国家による，「労働運動の組織統合化」が見事に実現・貫徹した

とも論理化できる。言い換えれば，本来は「階級闘争としての政治闘争」以外

ではない「労働運動」が，春闘を通じる，「パイの配分を巡る『経済取引関係』た

る経済闘争」へと誘導・還元・統合されている　　�のに他ならないわけだか

ら，その意味でここには，まさに，「階級宥和策」のその成功的モデルが，一

点の曇りもなく現出していよう。したがって，高度成長期・労働運動は，ま

さしく「階級宥和策」のその明瞭な一形態に他なるまい。

［３］社会保障　そのうえで，「階級宥和策」の第３側面こそ③「社会保障」６）

であろう。その場合，この高度成長期・社会保障として圧倒的に重要なのは

いうまでもなく「国民皆保険」と「国民階年金」との体制的確立だとみてよいか

ら，この２つを柱にして，高度成長期社会保障の展開を視野に収めておきた

い。そこで第１に�「国民皆保険体制の確立」から入ると，最初に１つ目に（イ）

「制定過程」を押さえておく必要があるが，�その前提として「前史」をも一瞥

しておこう。さて，敗戦に伴う未曾有の社会的混乱によって医療保険の適用

者数は激減し，その後もなかなか増加は実現せず，高度成長期を迎えた５５年

度にあっても，それは６１０９万人に止まっていてその普及率は６８�１％に過ぎな

かった。まさにこのような状況にあってこそ，「現在疾病保険制度の適用を受

けていない国民は約２９００万人，総人口の約３２％に及んでいるが，これらの疾

病保険未適用者を，今後どのような形で保険の網の目に取り入れて行くかと

いうことは，最初の，そして最大の課題をなすものといってよい」（５６年度版

『厚生白書』），という政府方針も提起されたのであろう。まさにこのような背

景の中で，�国民皆保険への道は５７年度からその具体的スケジュールに入る。

その場合，その契機となったのは政府管掌健康保険の赤字であって，この赤

字問題を切っ掛けとしてこそ，医療保険の根本的対策確立の試行が進められ

ていくのである。具体的には，５５年５月に，健康保険と船員保険の財政対策

を審議するためのいわゆる「７人委員会」が設定され，その後１０月には「７人委

員会報告」がまとめられたが，しかし，この「報告書」を土台にして国会に上程

された「健康保険法改正案」は，様々なトラブルと教育２法案による国会の混

乱とによって審議未了に終わった。こうして，国民皆保険成立は一頓挫を余

儀なくされたが，それはようやく�５８年岸内閣によって実現に漕ぎ着ける。
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もっともここでも国会審議は難航を重ねたが，健康保険法改正法案は５８年１２

月の第３１回通常国会に何とか上程されて成立をみ，その結果，新国民健康保

険は，５８年１２月公布，５９年１月施行という運びに至った。こうして，６１年４

月に国民皆保険体制がようやく発足していくといってよい。

では，国民皆保険体制を実現した，（ロ）その「社会経済的要因」はどこに求

められるのだろうか。結論的にいえば，それはいずれも，「高度成長の実現」

という統一的要因に還元できるが，内容的に考えて区分すると，以下の３側

面から説明が可能なように思われる。そこでまず第１側面はいうまでもなく

�その「実施能力」であって，経済成長の結果として手に入った「国民所得の増

大」がその前提的な条件をなそう。つまり，この国民所得拡大が，まず一方で，

国民一般の所得引き上げをもたらし，それによって，国民の「保険料支払」能

力を大きく拡大させることになった。それに加えて，他方で，この国民所得

増加が企業の掛け金積み立て余裕を大きくさせただけでなく，さらに国家財

政の規模拡大と経費増加とを可能にしたのも当然だから，その方向からも，

国民皆保険体制を強く支持したのだといえよう。

ついで，第２側面としては�「体制側からの意図」が否定できない。すなわ

ち，進行しつつある高度成長をさらに持続化するためには，「後進部門の所得

水準引き上げ＝購買力促進」・「社会保障を通じる所得の再配分」などが不可欠

だとされつつ，そのための重要施策として「国民皆保険体制」の確立が望まれ

たといってよい。こうして，国庫負担増加をもって国民皆保険を樹立すると

いう，高度成長期型の基本路線がまさに経済官僚の手を通してこそ描かれた

わけである。まさしくその「階級宥和」的本質が一目瞭然ではないか。そのう

えで実態的にも，�「中小零細企業の劣悪な状況」がその第３側面を形作って

いた。いうまでもなく，高度成長の本格化とともに非近代的産業部門での格

差拡大が目立ってきており，特に中小企業部門での劣悪な条件によって，そ

こでの，生活保護層への転落危険性が憂慮された。まさに，このような医療

保険からの排除が予想される社会層への体制的配慮としても，この国民皆保

険制度は，体制的なその有効な作用発揮が要請されたのだ�　　と考えられる。

以上を前提に置いたうえで，最後に（ハ）この国民皆保険の「意義」にもふれ

ておこう。しかし，ここまででフォローしてきたロジックを正当に評価すれ
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ば，そのポイントは明確であって，その意義は，まず直接的には，高度成長

に伴う就業構造の近代化・高度化が生み出した，医療保険などの社会保険の

未適用者増大に対処する施策であった点は自明である。しかしそのうえで，

その間接的狙いこそが重要だといってよく，むしろ体制側としては，この直

接的効果を媒介項にして，さらに以下の２論点こそを追及していった。すな

わち，第１は，この国民階保険体制定着による生活安定は「購買力向上」と「労

働力確保」とにつながるから，それを起点として，経済格差の圧縮・経済構造

の歪み解消を図りつつ，高度成長の持続化をこそ展望したのだ�　　と考えら

れる。しかしそれだけには止まらない。それに加えて，この国民皆保険によ

る社会保険・未適用者の克服は社会的不安の軽減をもたらすから，それが，

資本主義体制安定化に寄与するのはいうまでもなく，したがって，「階級宥和

策」における，その発動手段を構成するのも当然であろう。その点で，まさに

「階級宥和策」の一手段だったといってよい。

続いて第２は�「国民階年金体制の創設」に他ならない。そこで最初に（イ）

「制定過程」から入ると，まず�その「出発」は，５９年４月の地方公共団体によ

る「敬老年金」の発足を契機としている。すなわち，この時に，大分県・岩手

県久慈市・埼玉県蕨町・福岡県若宮町など４団体が，高齢者を対象として「敬

老年金」を独自に実施し始めたが，これに刺激を受けて，その制定が要望され

ていた「国民年金」制度が，単なる要望段階から実現を積極的に目指す段階へ

と進むことになった。こうして，石橋内閣によって，国民皆保険とともに国

民年金の制定もがその重要施策の１つに取り上げられるに至ったのであり，

この時点で，国民年金の創設はほぼ確定的なものになったといってよい。ま

さにこのような状況の中で５８年５月には第２８回総選挙が行われ，そこで国民

年金創設が１つの公約にされたから，国民年金実現の可能性は一層高まった。

それを受けて次に�その「成立」がくるが，総選挙を経て，国民健康保険の次

の課題としてはこの国民年金がクローズアップされ，その後は，比較的スムー

ズな経過で制度制定へと向っていく。事実，５９年４月には国民年金が早くも

成立・公布に辿り着いたのであり，まさにこれに立脚して，まず「無醵出制国

民年金」（福祉年金）が５９年１１月から施行（第１回年金支払は６０年３月）された

他，ついで６１年４月には「醵出制国民年金」もが施行をみた。このような経過
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の中で，「国民階年金」体制への進展が一目瞭然だといってよい。

しかしそこには�「限界」も明らかであって，例えば以下の４点は多方面か

ら指摘され続けた。すなわち，①「制度の立て方の複合性」②「保険料の妥当性」

③「年金給付の適格性」④「年金財政の困難性」，に他ならず，一見して，制度

制定に関わるその未成熟性の影響が無視できまい。

こうして年金制度の制定は比較的順調に推移したが，しかし，（ロ）国民年

金の「実施」は逆に円滑には進まなかった。そこでまず�その「背景」だが，プ

ロセス難航の原因は何よりも「反対運動」の盛り上がりに求められる。つまり，

６０年７月の適用者調査開始の時点で早くも「国民年金実施延期運動」に直面す

るが，この反対運動は社会党・民社党・総評を主軸にした強力なものであっ

たから，国民年金実施は一時立ち往生を余儀なくされた。その場合，�その

反対論拠が重要だが，それは一応以下の６点に整理できよう。つまり，①「醵

出期間」②「保険料」③「支給開始年齢」④「年金額」⑤「年金積立金運用」⑥「対イ

ンフレ措置」などに区分されてよいが，いずれも根本的なもので，名案はな

かった。そこで，この反対運動に対する�「政府の対応」が焦点となってくる。

みられる通り，これらの反対ポイントは極めてラジカルなものであり，しか

もその主張は「国民年金の無期延長」を求めるものであったから，政府の対応

スタンスは限られており，結局，「保険料の掛け捨て」問題などに一定の修正

を加えるに止まった。こうして，様々な波乱を含んで国民年金は発足した。

そのうえで最後に，（ハ）「国民階年金成立の社会経済的要因」が摘出される

必要がある。そこでその「要因」分析を試みると以下の３論点の重要性が浮上

してくるが，まず第１論点は�その「性格」に関わろう。端的にいえば，この

「国民年金の創設→国民階年金体制」のロジックは，先に検討した「国民健康保

険改正→国民皆保険体制」の論理と「相似形」だということに他ならず，その両

者には同質の社会経済的要因が作用している　　と思われる。したがって，

これら２制度の成立は，まさに高度成長型土台の上に並び立つ，いわば「双子

の社会保障システム」だとこそ性格づけ可能だといってよい。そうとすれば第

２論点として，その共通要因の検出が注目されるが，そのうちのまず１つは

�いわば「直接的要因」であって，具体的には，高度成長が生み出した「社会的

歪み」に対する「緩和機能」であろう。すなわち，経済構造の「近代化」の推進過
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程で噴出した所得格差への対処に他ならず，窮迫した状態に転落することを

未然に防ぐ制度としての，その「予防的システム」機能がそれに相当する。国

民階年金成立において，まずこの「要因」が直ちに明瞭であろう。

しかしそれだけではない。それを前提にしつつ，ついで２つには�さらに

「間接的要因」としては，この所得格差への対処が，ヨリ体制的には，「消費購

買力需要の創出」と「政治的不満の吸収・緩和」へも連結する点が一層重要だと

考えられる。したがって，高度成長の持続を図りながら，まさにその過程で

「体制安定化作用」を確保する政策以外ではないから，その意味で，この国民

階年金制度がもつ，その射程の広さを見失っては決してなるまい。こうして，

国民階年金体制は国民皆保険体制と歩調を合わせつつ，しかも同形の「直接―

間接」型・成立要因を担って，まさしくこの高度成長期にこそその必然的展開

を可能にしたわけである。

以上を視界に捉えたうえで，最後に第３に�「高度成長期・社会保障」を総

体的に総括しておきたい。このように焦点を定めると，取り合えず以下の３

点にこそ格別の力点が置かれるべきだと考えられる。すなわちまず第１論点

としては，何よりも（イ）「高度成長の歪み発生」が基本的に前提されねばなら

ない。というのも，周知のように高度成長は，特に重化学工業を柱として，

旺盛な民間設備投資拡大をこそその機動力にしていた以上，そこから食み出

す，中小企業・零細企業・自営業・農業部門などは，全体的にみて「割を食

う」立場に残存させられたからである。したがって，それら部門の生産性・所

得・利潤・賃金などは一定の遅れを余儀なくされたから，基幹部門と周辺部

門との間の所得格差は決して小さくはなかったといってよい。そして極端な

場合には，その部門では，医療保険や老後扶養から滑り落ちる可能性も高かっ

たわけであり，それへの対処は，「体制安定化」を目指す資本主義国家にとっ

ては不可避のものになっていく。まさにそうだからこそ，高度成長期におい

て，「国民皆保険・階年金体制」構築化の推進が果たされたのであり，したがっ

て，「高度成長」が必然的に惹起させたこの「社会的『歪み』」の規定性は，著し

く大きいと考えられよう。

しかしそれだけには止まらない。ついで第２論点としては（ロ）「高度成長の

持続化条件」という視点が重要であろう。つまり，以上のような「社会問題の
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発生」は，労働力・資源・環境問題などと並んで「高度成長のボトルネック」問

題をなした以上，この「国民皆保険・階年金」制度創設は，高度成長をさらに

持続させるためにも不可欠な施策だといえた。例えば，この施策を通した「所

得維持→需要拡大→消費向上」によって，高度成長はさらに一層刺激可能にな

るからであって，その点で，高度成長に対する，その経済的効果は十分に大

きい。

このように整理されてよければ，第３論点として�その「体系的意義」はこ

う集約できる。すなわち，「国民皆保険・階年金を中軸とする高度成長期・社

会保障の進展は，生活安定・老後安定をアピールすることによって社会運動

と階級闘争の体制内化を実現し，まさにそれを通してこそ，資本主義体制の

安定化＝反革命化を試行した」　　のだと。まさしく，現代日本資本主義国家

による，明確な「階級宥和策の発現形態」だと規定する以外にはない。

Ⅲ　組織化体系（Ⅱ）――資本蓄積促進策

［１］金融政策　取り急ぎ，国家による「体制組織化」の第２機能をなす�「資

本蓄積促進策」へと移ろう。最初にその第１側面こそ①「金融政策」７）に他なら

ないが，その場合の焦点は，いうまでもなく「有効需要創出に立脚した資本蓄

積の拡大」にこそ求められてよい。そこでまず第１に，金融政策を通した有効

需要創出のポイントは�「日銀信用」動向において浮上してこよう。このよう

な立脚点から，まず１つ目に（イ）「日銀信用総額増減」（億円）をフォローする

と，例えば以下のような軌跡が描かれる。すなわち，１９５５年＝△２３０４→５８年

＝△１７９２→６１年＝８２２５→６４年＝△８１７→６７年＝７７９０→７０年＝１１４４４（第５表）と

いう推移であるから，ここからは，極めて特徴的な日銀信用の輪郭が把握可

能だといってよい。というのも，高度成長開始時点ではなお日銀信用のむし

ろ収縮が続くが，高度成長進展とともにその顕著な膨張が継続するから――

に他ならない。その点で，「転型期―６５年不況期」を例外とすれば，高度成長

期の全般を通して，日銀信用は着実かつ持続的な増加を記録したとみてよく，

したがって，この日銀信用膨張が，「有効需要創出→資本蓄積刺激」という方

向から高度成長を外枠的に支えたのはまず一目瞭然であろう。これが，何よ
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りも全体の大枠を構成していく。

そのうえで，この「日銀信用の総体的拡張」の内部にまで立ち入ると，まず

「日銀信用残高」のうちの（ロ）「貸出」動向が問題となる。そこでこの「貸出残

高」（億円）推移を追うと，次のようであった。例えば，２７３→４１２２→１３３２１→

１３２６９→１５８０６→２４２９１（第５表）という数字が拾えるのであり，したがって，こ

の図式の中に以下の３点が直ちに検出可能といってよい。すなわち，第１は

日銀信用の大宗がこの「貸出」によって占められた点であって，高度成長期に

おけるオーバーローン体質が見事に確認できよう。ついで第２として，６５年

不況期を除けば，「貸出」の一直線の増大基調が十分に見て取れるから，高度

成長を支えた「日銀貸出」効果の明瞭性が否定できまい。そして，そのうえで

第３に「貸出」増加規模の激しさが特徴的だといってよく，その点にこそ，高

度成長規模巨大性の，まさにその基本条件があった。

それに加えて，「日銀信用」のもう１つの主要構成部分をなす（ハ）「債券市中

買入残高」はどうか。これはいわゆる「新金融調節方式」に立脚した「公開市場

操作」に関わっているが，それが本格化した６０年代以降の実績を検出すると，

以下のような構図となる。すなわち，６１年＝１３６４→６４年＝４６６４→６７年＝１６４５４

→７０年＝２８８２７（第５表）という数字が刻まれる以上，その増大テンポの激しさ

には目を奪われざるを得まい。いうまでもなく，「日銀信用」のメーン・ルー

トはなお「貸出」にあるとはしても，その量的規模ベースにおいては，オーバー

ローン解消を意図して発動されたこの「債券オペレーション」の意義は，極め

て大きかったと結論できよう。こうして，高度成長期には，この「貸出・債券

オペレーション」の両面を通じた「日銀信用」の拡張が進行し，それこそが「有

効需要の拡大」を保障していったわけである。

では次に，この「日銀信用拡張」は�「銀行券」動向へとどのように反映した

のだろうか。なぜなら，有効需要の「現実的伸縮運動」は�　　日銀信用を全体

的土台としながら　　�具体的には「日銀券発行」地点においてこそ発現をみ

るという作用関係が枢要だからであるが，この「銀行券」動向（億円）は以下の

ような運動過程を辿った。すなわち，４４０→６７７→２１７１→２４７５→４６１８→６４９０（第

５表）という図式であって，その膨張スピードには驚かされる以外にはない。

事実，「転型期―６５年不況」局面でもその拡張は止まらなかった程であり，例
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えば７０年には５５年の実に１４�８倍にまで膨張を遂げているのである。こうして，

「日銀信用拡大」を源泉とするこの「銀行券膨張」は，一方で企業サイドでは，

投資資金として投資活動拡張において機能したし，他方で個人レベルでは，

個人消費資金として作用して購買力増大へと作用した。要するに，この「銀行

券拡大」は，投資需要および消費需要の両面から「需要拡大要因」として機能し

たわけであり，まさにその点で，それが，「有効需要創出」作用を発揮するこ

とによって「資本蓄積促進策」として現実化したのは明瞭ではないか。

こうして，「高度成長期・金融政策」が，「日銀信用―銀行券」ルートでまず

「直接的」に，「資本蓄積促進策」として機能した点が明白だが，しかしこの金

第５表　資金需給実績推移　（単位：億円）

日銀信用残高
その他日銀信用財政資金銀行券年度

債券市中買入貸出

－１,０８８１０８２６△８４８△１２１９４９
－１,２７９２２５１７３１１８５０５０
－２,２７８△９２１,０５９△３５４６１３５１
－２,９１２△２７６３５△２４５８４５２
－４,１７２△１２９１,２６４△９４９１８６５３
－２,５２１△２８９△１,６５２１,９０２△３９５４
－２７３△８３△２,３０４２,８２７４４０５５
－２,７６３△２４２,５２５△１,５８６９１５５６
－５,８８１△３５５３,１３５△２,５５５２２５５７
－４,１２２△１２９△１,７９２２,５９８６７７５８
－４,２５６△４０１１６６１,４３８１,２０３５９
－６,４６１△２５４２,２０６５１２,００３６０
１,３６４１３,３２１△１,１４５８,２２５△４,９０９２,１７１６１
１,９８５１３,４４３△４３３７４３２,０３３２,３４３６２
６,８２７１１,９２３△１,４７１３,３２２６１４２,４６５６３
４,６６４１３,２６９△１,１０２△８１７４,３９４２,４７５６４
２,８０９１６,２４５△１,２０２１,１２０２,６６２２,５８０６５
８,１７３１７,１７７△８４６６,７０１△２,２２０３,６３５６６
１６,４５４１５,８０６△２,４２０７,７９０△７５２４,６１８６７
１９,４２２１５,６３７△２,２６４４,０９２３,４７８５,３０６６８
２２,６１３１９,９０６△４,２１７９,８００１,３１２６,８９５６９
２８,８２７２４,２９１△３,５０７１１,４４４△１,４４７６,４９０７０

（注）補助貨の受払いは，１９５４年度までは「財政資金」に�それ以降はその他に計上されている。
　　なお，財政資金は対民間収支の計数。
（資料）日本銀行統計局『本邦経済統計』および『経済統計年報』による。
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融政策の役割は単にそれだけには止まらない。そうではなく，ヨリ「総合的作

用」として，その�「景気調整型機能」にも重大な配慮が不可欠だと思われる。

そこでまず�その「ポイント＝機構」だが，いうまでもなく，このメカニズム

はいわゆる「国際収支の天井」作用に他ならない。やや具体的に示せば，「景気

拡大→輸入増大→貿易収支赤字化→国際収支悪化→外貨流出・枯渇危機→金

融引締め→景気下落」という周知のロジックであるが，高度成長期には，この

ような「景気調整指向型金融政策」が極めて効果的に発現したといってよい。

しかし，その場合に重要なのは，このような「金本位制」とも類似したこのメ

カニズムがかなり効果的に作動した背景には，次のような，高度成長期・日

本に特有な条件があった点であろう。つまり，①この時期に���８条国へ移

行して「固定相場制に基づく，為替管理の禁止」が国際的に強制され，その制

約によって外貨維持が死活問題になったこと，②資源・原材料の対外依存性

が大きいとともに，高度成長が「内需連関型成長」であったため，景気拡大が，

輸出増大よりも「輸入激増」に結果したこと，③高度成長期日本金融に特有で

あった「オーバーローン」体質が，金融引締めの効果を極度に高めたこと，の

３点であるが，逆からいえば，この引き締め作用浸透の後では，逆の連関を

通して，景気の「再上昇」が保障されたともいえた。

ついで次に�その具体的「政策手段」だが，先に景気変動過程分析において

指摘した通り，以下のような手段がその基本であった。すなわち，まず「公定

歩合操作」がその中心を占めるのは明白だが，それに加えて，現代的な金融手

段としての「預金準備率操作」と，新金融調節方式導入後に増加をみた「公開市

場操作」も決して無視はできない。といっても，ここまではいわば「金融政策

の共通項」に過ぎないが，日本の場合にさらに特徴的なのは，いわゆる「窓口

規制の強化」ではないか。いうまでもなく，「管理＝統制型」の，日銀・大蔵省

から民間銀行への「非・明示的命令」体系に他ならないが，政府当局の責任回

避指向にも左右されて，景気調整型金融政策において，この「窓口規制」はま

さに絶大なる効果を持ったわけである。

以上を前提にして�「全体的意義」を整理すれば結局次のようにいえよう。

すなわち，このような「景気調整機能」は，「景気過熱防止―新規景気促進」と

いう特殊なサイクル機能を通して，全体としては，高度成長の展開基盤に関
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する，その「維持・安定・促進」を確保＝実現するという体系的機能を果たし

ている　　と集約可能である。したがって，まさにその体系的役割からして，

それが，「資本蓄積促進策」の一環であることはもはや自明のことであろう。

［２］財政政策　ついで「資本蓄積促進策」の２番目の側面をなす②「財政政

策」８）へと転換していこう。そうすると，第１に最も前提的には�「財政資金」

（億円）動向が焦点を構成するが，その推移を取り合えず「対民間収支」に関わ

る計数として押さえていこう。したがって，この数字は，「政府による財政資

金投下」とその「吸収」との差額として表現されることになるが，それは以下の

ような軌跡を描いた。すなわち，５６年＝△１５８６→５９年＝１４３８→６２年＝２０３３→

６５年＝２６６２→６８年＝３４７８（第５表）と動くのであるから，「持続的拡張」という

その基本的基調には何の疑いもあり得ない。まさに見事な「財政資金投入の純

増」以外ではなく，その傾向は，「転型期」をも乗り越えた，いわば一貫した傾

向だというべきであろう。こうして，高度成長期・財政は，いくつかの景気

変動をも縦貫して，ほぼ一直線のトレンドで「資金撒布『超過』」を発現させた点

が明瞭なのであって，この「撒超」傾向が，さらに企業・個人ルートを経由して，

有効需要創出に帰着していった�　　�のは当然なのである。まさにその意味で，

高度成長期・財政が「資本蓄積促進策」機能を展開した点はいうまでもない。

そのうえで第２に，高度成長期・財政の�「全体的メカニズム」にまで立ち

入っていこう。そこで，「財政支出」にさらに「租税」と「公債」をも組み込んで

高度成長期・財政の「全体像」を描けば，例えば次のような「図式」が浮上して

こよう。つまり，この図式の出発点にはまず「高成長」が置かれるが，この高

成長が，ここを起点として，それ以降は以下のようなロジックを必然的に派

生させていく。すなわち，「高成長→企業・個人の所得増加→税の自然増収→

増収分の新規財源と減税への分割→財政規模拡大プラス投資・消費拡大→成

長の一層の促進→高成長の持続・拡大」，という構図に他ならず，まさに，

「高成長→財政システム→高成長拡大」という，「好循環過程」の実現そのもの

であろう。その結果，この「好循環図式」の中で，「経費＝公共投資中心」・「租

税＝減税」・「公債＝不必要」という「高度成長型財政構造」が進行したのも周知

の通りだが，要するに，「『成長』と『財政』との『相互促進的関連』」が実に「きれ

いに」形成されていったこと�　　�が何よりも確認されてよい。
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しかしそれを十分に認識したうえで，次の側面も注意しておこう。つまり，

このような「好循環連鎖」が，高度成長期にいわば単線的
・ ・ ・

に貫徹していったわ

けではない点である。そうではなく，第３に，先に指摘した「国際収支の天

井」を反映した景気変動過程において，この財政政策も，�金融政策と歩調を

合わせつつ「引締め―緩和」という作用をいわば積極的に果たした点が重要と

いってよい。具体的には，「政府予算の規模調節・財投規模の管理・減増税の

コンビネーション・歳出実施の時期調節・国債管理政策の実施」，などが注目

に値するが，これらの個別的財政政策を媒介にしながら，全体としては，「景

気調整策の現実的発動」が具体的に進行していった。まさにそうであれば，「有

効需要創出」を基本機能としつつ，具体的は「景気調整策」としても機能したこ

の「高度成長期・財政政策」は，結局は，総合的にみて，「資本蓄積促進策」の

まさしく不可欠の一環としてこそ機能した�　　と総括可能であろう。

［３］産業政策　最後に，「資本蓄積促進策」の３番目は③「産業政策」９）に他

ならないが，まずこの「産業政策」の展開を第１に�「経済計画」動向に即して

みていこう。さて政府は，戦後再建期の完了を前提にして，もはや「統制＝命

令」という色彩においてではなくむしろ「誘導＝指針」という形での資本蓄積

促進へと，その政策手段の切り替えを進めたが，その１つの端的な類型こそ，

この「経済計画」の策定であった。その場合，政府は６５�７０年の高度成長期に都

合３度の経済計画策定を実施していった。具体的には，６５年１月の「中期経済

計画」，６７年３月の「経済社会発展計画」，そして７０年５月の「新経済発展計画」

の３つに他ならないが，まさに高度経済成長局面に対応して，そこには以下

のような共通点がみられたといってよい。つまり，そのいずれも，進行中の

高度成長を持続させることをこそ，その基本的目的に設定していたわけであ

り，それを阻害する諸要因の解除と新たに必要とされる施策の実行とが目標

に盛り込まれていった。そしてそれを通じて，���に関する目標成長率を８�

１０％に定めつつ，その実現のために，政府は，財政政策・金融政策を相互に結合さ

せることによって，まさに総合的に高度成長の継続・拡大を追及したわけである。

したがってそうであれば，この「経済計画」が，国民経済に対する，政府の

総体的な「政策樹立・発動プラン」であった点が何よりも明白であろう。まさ

にこの意味で，「経済計画」が，「誘導・指針」という側面に即した，見事な「資
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本蓄積促進策」の１典型であること�　　�には何んらの疑問もあるまい。

ついで第２に，産業政策の第２パターンとしては�「地域開発政策」が指摘

されてよい。そこでまず�その「背景」が重要だが，そのポイントが，ここで

も「高度成長の持続化」にこそあるのは当然であろう。すなわち，高度成長が，

その１つの主要な「マイナス副産物」として深刻な「過疎・過密問題」を惹起さ

せたことはすでに周知の通りである。まさにこの過疎・過密問題の解決を

キャッチフレーズとしてこそ地域開発政策が登場したといってよいが，その

結果，この地域開発計画は，地方をも巻き込んで，成長を一層促進する機能

を果たしていくこととなった。

そこで次に�その「展開」の概略を追えば，その焦点はいうまでもなく「全国

総合開発計画」にこそある。その際，その出発点は６１年策定の「全総」にあるが，

そこでは，地方に大規模な工業拠点を育成し，それによって，人口・産業の

大都市集中を緩和するとともに地方の振興を図る点にその力点が置かれた。

まさにその拠点とされたのが「新産業都市」指定であったが，しかし，その「見

通し」に反して，むしろ地方の自然破壊と公害を発生させただけでなく，大都

市への人口・産業の集中＝都市・地方格差がさらに一層深化していった。

まさにこの「全総」の見直しこそが，６９年５月決定の「新全総」に他ならない。

すなわち，ここでは，「全総」の見直しのうえに，以下の点が新たな基本目標

として加えられた。具体的には，①「人間と自然の調和」②「開発の拡大と均衡

化」③「国土利用の再編成」④「安全快適な環境条件整備」，に他ならず，この目

標を，「全国的交通・通信ネットワーク形成」・「産業開発プロジェクト」・「環

境保全プロジェクト」という，まさに大規模開発プロジェクトを実行手段にし

て推進する点にこそ，「新全総」のその骨格が見て取れる。

そのうえで最後に�その「意義」を整理すれば，いうまでもなくその主眼は，

高度成長継続に対するボトル・ネックの除去によって高成長の持続を可能に

する点�　　�にこそあった。というのも，例えば「新全総」は，高度成長政策の

「反省」の上に策定されたわけではなく，むしろその「前提」の下にその「促進」

を意図してこそ設定されたからであって，そこには，明確に高度成長政策が

貫徹していよう。要するに，「地域開発政策」は成長促進政策以外ではないの

であり，まさにその点で，「資本蓄積促進策」の典型というべきであろう。
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最後に「産業政策」の第３パターンとして，第３に�「大企業優遇策」がもち

ろん目立つ。そこでまず�その「背景」だが，この「大企業向け・個別政策」の

目的が何よりも「国際競争力の強化」にこそ求められるのは自明であろう。す

なわち，１９６０年代以降に直面化した国際化に対応して，産業体制の整備・高

度化・強化が不可避となったからであって，国際競争に対抗しつつ高成長を

続けていくためには，特に基幹的大企業への個別的な優遇政策が不可避に

なったのだとみてよい。まさにこのような環境に規定されて，高度成長の基

軸部門をなす，例えば「鉄鋼業・自動車産業・石油化学工業」への政策推進が

発動をみるわけである。

それを前提にして，次に�その「展開」に移ると，まず１つ目に（Ⅰ）「鉄鋼業」

はどうか。そこで優遇措置の内容に立ち入ると，この鉄鋼業では資金面での

サポートが目立つ。具体的には，最新鋭大型製鉄所建設のための必要資金の

戦略的な供給が実施（各鉄鋼会社の借入金増加）されたことに加えて，法人税

の各種減免措置を通す優遇措置もが実行されていった。まさにこのような「産

業政策」を通じてこそ鉄鋼業の「大型化」が促進されたといってよい。次に２つ

目は（Ⅱ）「自動車産業」だが，この業界でも，貿易自由化（普通車６５年１０月実施）

に合わせて，その保護策として，諸減免税措置や融資額の増大などが試みら

れたうえに，行政指導の徹底化などが進められた。その実態理解のために１

つだけ例を挙げれば，「機振法」にもとづく自動車産業への融資額・重点配分

が特徴的だといってよく，その融資先が工作機械生産から自動車部品生産へ

と比重移行が計られつつ，６６�７０年間の融資総額の実に５５％が自動車部品生

産へと向けられた�　　とされている。それに加えて，自動車生産の周辺条件

整備も無視はできなく，例えば，巨額の道路投資・自動車通行優先の道路行

政などの，モータリゼ－ション進展に対応した政策によって，自動車産業発

展が全般的に支援されていった。

そのうえで最後は３つ目に（Ⅲ）「石油化学工業」である。ここでは上記２部

門とはやや異なって，何よりも当該産業部門の基盤整備こそがその主たる内

容といえた。具体的には，投資調整・企業助成・事業環境整備などが目玉と

されたのであり，まさにそれを通して，大規模石油コンビナートの形成が促

進されていくのである。例えば，６４年にエチレン・プラントの許可基準が１０
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万トンだったのが，わずか３年後にはそれが３０万トン以上へと変更された程

なのであり，そこで発揮された，政府による条件整備の濃さが印象的であろう。

そうであれば，この「大企業優遇政策」の�「意義」はこう集約可能であろう。

すなわち，その「手段」としては，「個別・直接的」から「総体・間接的」方式へ

と転換しつつも，まさにそのような「間接誘導方式」を通じてこそ，結局は，

「大型設備投資・企業集積促進型産業政策」として機能した�　　�のだと。まさ

に「資本蓄積促進策」の展開以外ではあるまい。

　おわりに――全体的総括

以上のような考察を下敷きにして，「日本型・現代資本主義の『確立』」とい

う視角から全体を総括しておきたい。そこでまず第１論点は（Ⅰ）「前提的命

題」に他ならず，戦後再建を完了して，概ね１９５０年代中ばから７０年代冒頭にか

けて「高度経済成長過程」が進行をみた。具体的に示せば，まず一面で�経済

過程においては，「生産・投資・雇用・所得・消費」の拡大を通じて連年１０％

を超える���膨張がポイントをなすし，また他面で�政治過程では，「労資関

係の協調主義化」に立脚した労働運動・反体制運動の「体制内化」が，それぞれ

「高度成長」のその指標とみなされてよい。そして，これら「政治・経済」両面

からする「高度成長型体制の実現」によってこそ，総合的には，�「投資―生産

―消費」相互の「好循環」プロセスを土台とする，「自己調節機構を内在化させ

た，自律的景気循環機構の発現」が進行をみたという以外にはなかった。まさ

にこのような「立体構造」の総体が十分に注意されねばならない。

次にそれを前提にして第２論点としては，（Ⅱ）その現実的な「展開命題」が

問題になろう。換言すれば，�「このような高成長は『日本資本主義のどのよ

うな歴史的局面を意味しているのか』」が直ちに問われるということに他なら

ないが，しかしそれへの「解答」はもはや自明であろう。すなわち，それは以

下の２点から定式化可能であって，この「経済成長過程」が，まず一面で政治

的には，�「日本的労資関係に基づく労資関係＝階級闘争の体制内化」と「国民

皆保険・皆年金を基軸とした社会保障整備」とを媒介とした，「階級宥和策」を

前提にしていること　　�は自明である。しかもそれだけではなく，さらにそ
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の土台のうえで，それが，次に他面で経済的には，�「財政政策・金融政策・

産業政策」などを基軸にした「資本蓄積促進策」にこそ立脚しているのも当然で

ある以上，「日本資本主義に対して果たす，この高度成長過程の意義」ももはや

明瞭といってよい。すなわち，この「高度成長過程として発現した日本資本主

義」は，　　この「階級宥和策」・「資本蓄積促進策」という２大軸点を根本条件

とする　　まさに「現代資本主義の１ヴァリエーション」以外ではあり得まい。

したがって，最後に第３論点こそ（Ⅲ）「結論的命題」に他ならない。そこで

まず�この「現代資本主義の定義」１０）を確認しておくと，　　他の機会に繰り

返し指摘したように�　　�その枢要点が，「資本主義の体制的危機における，

『階級宥和策』および『資本蓄積促進策』を手段にした，資本主義延命を目指す

『反革命体制』１１）」という点に求められるのは当然である。まさにそうであれば，

いま確認した「展開的命題」からして，「高度成長期・日本資本主義」が「現代資

本主義」と規定し得るのはもちろん明瞭といってよいが，さらに留意すべきは，

�それが「現代資本主義の『成立』や『再編』ではない」という点であろう。なぜ

なら，その「成立」ならば�　　�他の著作で解明した通り１２）　　�すでに「１９３０年

代」で完了をみているし，また「再編」は�　　�前稿１３）で考察し終えたように�　　

「戦後再建期」においてすでに終結している，からである。したがって，それ

は，単なる「成立→再編期」とはもはやいえまい。

要するに最終的には，�こう結論されるべきであろう。すなわち，この「高度

成長期・日本資本主義」は，その「成立期→再編期」を経たうえで，現実的には，

「階級宥和策・資本蓄積促進策の『全面展開』」をこそその根拠にしつつ，「日本型・

現代資本主義」の，まさにその「確立過程局面」そのものに該当する　　�のだと。

これこそが本稿の「最後の論理環」に他ならない。

１）高度成長期・政治過程について詳しくは，講座『日本歴史』２３（岩波書店，１９７７年）を

みよ。

２）高成長期の経済過程の詳細に関しては，すでに拙稿「第１次高度成長と景気変動過

程」（『金沢大学経済学部論集』第２８巻第１号，２００７年）および「第２次高度成長と景気

変動過程」（同第２８巻第２号，２００８年）において考察した。ここではそのエッセンスを

整理しておく。

３）高度成長局面の景気変動については，鈴木・公文・上山『資本主義と不況』（有斐閣選
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書，１９８２年），武井・岡本・石垣編著『景気循環の理論』（時潮社，１９８３年），を参照の

こと。

４）労資関係に関しては，森武麿他『現代日本経済史』（有斐閣，２００２年）が的確で優れて

いる。

５）高度成長期・労働運動については，川上・粕谷・佐藤『現代日本帝国主義』（現代評論

社，１９７９年）をみられたい。階級闘争・企業主義化との内的関連がよく分かり，参考

になる。

６）高度成長型・社会保障の展開に関しては，東大社研編『福祉国家』５（東大出版会，

１９８５年），横山・田多編著『日本社会保障の歴史』（学文社，１９９１年），において詳細な

記述が得られる。

７）高度成長期の金融政策について詳しくは，例えば大内力『現代日本経済論』（東大出版

会，１９７１年），大島清監修『総説日本経済』２（東大出版会，１９７８年），などを参照のこ

と。

８）財政政策の具体的展開に関しては，前掲，大島監修『総説日本経済』２の他，武田・

林編『現代日本の財政金融』（東大出版会，１９７８年），などが詳しい。その的確な展開

をみよ。

９）この高度成長局面の産業政策については，農業政策・中小企業政策・対外政策をも

含めて，前掲，大内編『現代日本経済論』および前掲，森他『現代日本経済史』を何よ

りも参照のこと。

１０）現代資本主義の「背景・機能・本質」については，すでに拙著『現代資本主義の史的構

造』（御茶の水書房，２００８年）において詳細に考察した。その場合，そこでは「現代国

家」が枢要点をなすが，この現代国家の歴史的位置については，さらに拙著『資本主

義国家の理論』（御茶の水書房，２００７年）を参照されたい。その中でその体系化が試行

されている。

１１）この「反革命体制」の含意については，何よりも加藤栄一『ワイマル体制の経済構造』

（東大出版会，１９７３年）がふまえられねばならない。まさに「現代資本主義の本質」が

摘出されている。

１２）この「成立」を巡っては，拙著『日本における現代資本主義の成立』（世界書院，１９９９

年）をみよ。その中で，「現代資本主義」の，日本での「成立」を多面的かつ体系的に実

証した。

１３）拙稿「戦後再建と日本型現代資本主義の再編」（『金沢大学経済学部論集』第２９巻第１

号，２００８年）を参照のこと。まさに「成立―再編―確立」の相互関係こそが重要であろ

う。




